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１． はじめに 

(１) 計画策定の趣旨 

本市は、出雲大社をはじめ数多くの歴史的文化遺産を有する県内随一の観光地であるほ

か、山陰の商工業の集積地として大きな位置を占めています。 

また、島根県内第 2 位の人口規模があり、着々と進む山陰自動車道の整備や出雲と都市

圏、地方を結ぶ航空路線の拡充が進み、交流人口の拡大や経済の活性化に大きな可能性を

持つまちです。 

このような本市において、市内事業所の 99.8％を占める中小企業・小規模企業(以下

「市内中小・小規模企業」という。)は、本市経済を支え、多くの雇用を生むだけでなく、

地域における文化、スポーツ振興や、地域の各種イベントへの参加等により市民生活の向

上に大きく寄与する、本市の活性化にとって欠くことのできない存在です。 

しかしながら、少子高齢化に伴う人口減少、経済のグローバル化、ＩＴ(情報技術)の普

及等、激しい社会情勢の変化により、市内中小・小規模企業の事業活動には、様々な課題

が日々生じています。この状況を放置すれば、市内中小・小規模企業の衰退を招き、ひい

ては本市全体の活力が大きく失われかねません。 

こうした危機感が強くなる中、本市は、商工団体、金融機関、市内中小・小規模事業者

等により構成される「出雲市地場中小企業・小規模企業振興会議」を立ち上げ、様々な意

見交換を行いながら、平成 30 年(2018)8 月に「出雲市中小企業・小規模企業振興計画」を

策定し、市内中小・小規模企業の振興に取り組んでまいりました。 

ところが、新型コロナウイルス感染症による新たな脅威が広がり、市内中小・小規模企

業を取り巻く環境は一変しました。また、ウクライナ情勢の悪化や為替の変動、原油価格

の高騰等も本市経済のバランスが崩れる要因となっています。本市は、この現状を打破す

べく、アフターコロナを見据えたうえで、「第2期出雲市中小企業・小規模企業振興計画」

(以下「本計画」という。)の策定を目指し、関係者一丸となって方向性を模索してきまし

た。 

昨今の厳しい状況を乗り越えていくためには、市内中小・小規模企業自らが不断の経

営改善・向上に努めるとともに、市、商工団体、金融機関、教育機関、市民は、市内中

小・小規模企業の重要性を理解し、持続・発展を目指して頑張る市内中小・小規模企業を

一体となって支援していくことが必要です。 

本計画は、「出雲市地場中小企業・小規模企業振興基本条例」に基づき、市内中小・小

規模企業、市、商工団体、金融機関、教育機関、市民が連携し、それぞれが役割を持って

市内中小・小規模企業の振興策を総合的かつ計画的に推進するための計画であり、本市経

済の維持・発展や雇用の創出、市民生活の向上を図り、本計画の主役である市内中小・小

規模企業の魅力と輝きで「『出雲力』で 夢☆未来へつなげ 誰もが笑顔になれるまち」を目

指すものです。 
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(２) 計画の目的 

本計画は、出雲市地場中小企業・小規模企業振興基本条例の基本方針に基づき、市内中

小・小規模企業の自主的な努力と創意工夫を尊重し、市内中小・小規模企業、市、商工団

体、金融機関、教育機関、市民が一体となり、市内中小・小規模企業の持続的な振興に関

する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とします。 

なお、本計画でいう市内中小・小規模企業は、中小企業基本法(昭和 38年法律第 154号)

第2条第1項及び第5項に定める中小企業者・小規模企業者で、かつ、市内に本社、本店、

支店、事業所、事務所のある企業です。 

 

中小企業基本法に定める中小企業者・小規模企業者 

【中小企業者の定義】    【小規模企業者の定義】  

業種 資本金 または 従業員数  業種 従業員数 

製造業、その他の業種 3 億円以下 300 人以下  製造業、その他の業種 20 人以下 

卸売業 1 億円以下 100 人以下  商業・サービス業 5 人以下 

サービス業 5,000 万円以下 100 人以下    

小売業 5,000 万円以下 50 人以下    

(３) 計画の位置づけ 

本計画は、上位計画である「出雲新話 2030」及び「出雲市まち・ひと・しごと創生「人

口ビジョン」・「第 2期総合戦略」」で策定した方針・取り組みをベースに「出雲市地場中小

企業・小規模企業振興基本条例」に基づき策定し、総合振興計画等と整合性を図り取り組

んでいくことにより、市内中小・小規模企業の振興を推進するための基本的な計画を示し

たものです。 

なお、本計画は、出雲市地場中小企業・小規模企業振興会議での意見のほか、パブリッ

クコメントにより広く市民等から意見を求め、これを考慮してまとめたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出雲市まち・ひと・しごと創生「人口ビジョン」・「第２期総合戦略」 

出雲市地場中小企業・ 
小規模企業振興基本条例 

第２期出雲市中小企業・小規模企業振興計画 

出雲市総合振興計画「出雲新話 2030」 

将来像を実現するための６つの基本方策 
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(４) 計画の期間と見直し時期 

本計画の期間は、令和 5年度(2023)から令和 9年度(2027)までの 5か年度とします。 

計画の推進にあたっては、社会・経済の変化等に柔軟に対応するため、経済情勢や国・

県の動向にあわせて、出雲市地場中小企業・小規模企業振興会議において、本計画の進捗

状況の点検、検証を行います。 

また、市に検証結果の報告を行うとともに公表することで、Ｐ(Ｐｌａｎ：計画)・Ｄ

(Ｄｏ：実行)・Ｃ(Ｃｈｅｃｋ：評価)・Ａ(Ａｃｔ：改善)サイクルによる着実な施策の推

進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 5 年度(2023) 

令和 9 年度(2027) 

ＰＤＣＡサイクルにより 

必要に応じて 

見直しながら推進 
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２． 市内中小・小規模企業の現状 

本計画の策定に向けた、市内の中小・小規模企業の状況・課題等の把握及び分析のため、 

下記のとおり出雲市中小・小規模企業状況調査を実施しました。 

調査概要 

調査対象：市内中小・小規模企業：6,822 事業所（令和 3年経済センサスより） 

調査基準日：令和 4年 4月 1日 

調査票回収数： 1,819 事業所 

       （うち、Web アンケートフォームによる回答数：375 事業所） 

調査票回収率： 26.7％ 

 

 

(１) 市内中小・小規模企業を取り巻く社会環境 

市内中小・小規模企業を取り巻く社会環境について、出雲市中小・小規模企業状況調査

結果や統計データ等をもとに整理します。 

① 為替レートの推移 

○ 令和 3年(2021)中頃から円安が急激に進んでおり、仕入単価の上昇の要因となって

います。(図表 1) 

図表 1 為替レートの推移(令和元年(2019)1 月～令和 4 年(2022)8 月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国際通貨基金（IMF）ＷＥＢサイト 

https://www.imf.org/external/np/fin/data/param_rms_mth.aspx 
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37.0%

25.9%

14.8%

14.8%

7.4%

価格転嫁できていない

30%未満できている

30%～50%できている

50%超できている

全額できている

② 原油価格の推移 

○ 令和 2年(2020)4 月頃から原油高の傾向が続いており、仕入単価の上昇の要因と

なっています。(図表 2) 

図表 2 原油価格の推移(令和元年(2019)1 月～令和 4 年(2022)8 月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：世界銀行ＷＥＢサイト 

https://www.worldbank.org/en/research/commodity-markets 

 

 

○ 市内中小・小規模企業について、仕入れ、物流、燃料費の値上がりに対する価格転

嫁ができていないと回答した企業が 37％にのぼります。また、全額できている、と

回答した企業は 7.4％にとどまっています。(図表 3) 

図表 3 市内事業所における仕入、物流、燃料費の値上がりに対する価格転嫁の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲商工会議所（令和 4年(2022)9 月期) 経済動向調査報告 

  

https://www.worldbank.org/en/research/commodity-markets
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③ 経営上の問題点（事業所アンケート調査より） 

○ 市内中小・小規模企業を対象に実施したアンケート調査結果によると、中小・小規

模企業が感じている経営上の問題点について、平成 30 年と令和 4年の調査結果を

比較すると、「仕入単価の上昇」や「需要の停滞」を挙げる事業所の割合が上昇

し、「同業他社との競争激化」や「従業員の不足」を挙げる事業所の割合が低下し

ています。 

図表 4 市内事業所における現在の経営上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

④ 出雲市の年齢別人口の推移 

○ 出雲市の全体人口は、令和 4年(2022)1 月末時点で 174,693 人です。(図表 5) 

図表 5 全体人口と生産年齢人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳 ※H25 年までは各年 3月時点、H26 年以降は各年 1月時点 

※H23 年以前のデータは、合併市町村との合算値 

19.6%

19.6%

33.3%

18.4%

18.5%

28.2%

16.5%

12.5%

11.9%

10.5%

14.1%

10.8%

6.1%

8.5%

8.9%

3.8%

8.4%

1.0%

3.8%

40.1%

24.7%

23.2%

20.8%

20.5%

20.3%

14.8%

13.7%

11.2%

10.4%

9.3%

8.6%

6.3%

6.2%

5.2%

4.0%

3.9%

1.0%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕入単価の上昇

需要の停滞

同業他社との競争激化

取引先の減少

設備の老朽化

従業員の不足

販路の確保

事業承継・後継者の確保

人件費の増加

税負担の増加

販売単価の下落

熟練技術者の確保難

管理費等の増加

業務効率の悪さ

社員教育

事業資金の借入難

異業種・他社の参入

製品サービス力の低下

その他

H30年度

（n=1,171）

R4年度

（n=1,734）

※複数回答



7 

23,617 23,315 24,224 25,147 26,289 26,733 26,924

97,382 95,332 94,093 92,374 90,575 86,589 83,444

49,563 51,944 52,585 52,271 52,041 52,790 53,059

171,938 172,775 170,902 169,792 168,906 166,112 163,427

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

0～14歳 15～64歳 65歳以上

（人）

⑤ 出雲市の推計人口 

○ 推計では、本市の人口は令和 27 年(2045)に 163,427 人となり、令和 2年(2020)と

比較して 9,348 人の減少が予測されます。(図表 6) 

○ 総人口と生産年齢人口(15～64 歳)が減少する一方で、65歳以上の人口が増加傾向

にあり、将来にわたって労働力の確保や市場規模の維持・拡大は、さらに厳しい状

況になると予想されます。(図表 6)  

図表 6 出雲市の目標人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：出雲市まち・ひと・しごと創生 第 2 期総合戦略 

※平成 27 年、令和 2 年は国勢調査による実績値（合計値は年齢不詳人数を含む） 

 

 

⑥ 出雲市の産業構造 

○ 産業三分類別の総生産割合について、島根県全体と同様に「第三次産業」が最も多

く、次いで「第二次産業」が多くなっています。(図表 7) 

○ 出雲市の業種別総生産額について、平成 26 年は上位から「製造業」、「卸売・小売

業」、「保健衛生社会事業」の並びでしたが、令和元年では「製造業」、「保健衛生社

会事業」、「卸売・小売業」となっています。(図表 8) 

 

図表 7 島根県と出雲市における産業三分類別総生産割合の平成 26 年度と令和元年度の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：島根県統計情報データベース 令和元年（2019）島根県市町村民経済計算 
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図表 8 島根県と出雲市における平成 26 年度と令和元年度の業種別総生産額の比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：島根県統計情報データベース 令和元年（2019）島根県市町村民経済計算  
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公共職業能力開発施設等進学者

正規の職員

上記以外の者

(２) 市内中小・小規模企業の状況 

計画策定にあたり、出雲市中小・小規模企業状況調査の結果やその他統計データをもと

に、市内中小・小規模企業の状況を整理します。 

 

 

 

① 高校生の県外進学・就職状況 

○ 市内の高等学校に通学する高校生の約 7割が大学もしくは専修学校等に進学してい

ます。(図表 9) 

○ 市内の高校卒業時就職者数のうち、市内就職率は 66.3％となっています。(図表

10) 

○ 島根県内の大学入学者について、18 歳人口減少率と地元残留率を照らし合わせる

と、最も状況の厳しいゾーン④のセグメントに分類されます。(図表 11) 

 

図表 9 市内の高等学校の就職・進学状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：島根県統計情報データベース 令和 3 年度 学校基本調査 
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図表 10 市内の新規高校卒業者の県内就職者数・就職率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：出雲市調査 

 

 

図表 11 都道府県別 18 歳人口減少率(令和 3 年(2021)→令和 15 年(2033)予測)×地元残留率(大学入学者) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：文部科学省「学校基本調査」 

（株）リクルート リクルート進学総研「18 歳人口予測 大学・短期大学・専門学校進学率 地元残留率の動向」 

(令和 4 年(2022)5 月 公開) 

 

島根県 
地元残留率：17.4％ 
人口減少率：-11.6％ 
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11,002 11,402

19,184
17,691

1.74 1.55

0.00
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平成30年度（2018） 令和3年度（2021）

月間有効求職者数（人）

月間有効求人数（人）

有効求人倍率

【島根県】

（人/月）

2,794 2,917

4,932
4,362

1.77
1.50

0.00
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1.00

1.50

2.00

0

1,000

2,000
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4,000
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平成30年度（2018） 令和3年度（2021）

月間有効求職者数（人）

月間有効求人数（人）

有効求人倍率

【出雲市】

（人/月）

1.5
1.45

1.36

1.21 1.21

1.26

1.42 1.45

1.52

1.62 1.57

1.66 1.75

1.75

1.64 1.55

1.54

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

R3年（2021） R4年（2022）

出雲市 島根県 全国（倍）

出典：厚生労働省島根労働局「しまね職業安定業務統計速報」各年度計 

※有効求人数…有効期限が残っている公共職業安定所に登録されている求人の数（未充足の求人）で、各年度の平均値 
※有効求職者数…有効期限が残っている公共職業安定所に登録されている求職者の数（未決定の求職者）で、各年度の平均値 

② 出雲市内の有効求人倍率 

○ 出雲市内の令和 4年(2022)5 月時点の有効求人倍率は 1.54 で、島根県全体よりは低

くなっていますが、全国平均よりは高い値となっています。(図表 12) 

図表 12 有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

出典：厚生労働省島根労働局 島根の雇用情勢 

 
  

図表 13 平成 30 年と令和 2 年における全国の雇用形態別有効求人数と有効求職者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)～令和 4年 4 月 

第 9 表 雇用形態別労働市場関係指標（実数）」令和 4年(2022)5 月 31 日 公開 

 
 

図表 14 島根県内・出雲市内の有効求人数と有効求職者数 
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③ 市内中小・小規模企業の人材不足の状況 

○ 令和 4年 4月時点での人手の過不足感について、「不足」と回答した事業所が全体

の 3割となっています。(図表 15) 

図表 15 現在の人手の過不足感 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

○ 昨年度と比較して、特に今年度は正社員・正職員の経験者採用及びパート・アルバ

イトの採用募集枠が減少しています。(図表 16) 

○ 前項の採用募集枠の減少以上に、同カテゴリの採用人数が減少しています。 (図表

16) 

図表 16 市内事業所における人材募集、採用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

  

1.6%

67.7% 30.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,758

過剰 どちらともいえない 不足

人数合計 回答件数 平均 人数合計 回答件数 平均

(人) (事業所) (人/事業所) (人) (事業所) (人/事業所)

高校卒 289 124 2.33 92 107 0.86

大学・専門卒 226 104 2.17 86 88 0.98

577 253 2.28 140 199 0.70

371 152 2.44 138 129 1.07

高校卒 286 129 2.22 110 123 0.89

大学・専門卒 205 96 2.14 93 94 0.99

751 281 2.67 485 272 1.78

594 189 3.14 472 181 2.61

③パート・アルバイトの採用

募集 採用

区分

昨年度
（令和3年4月-
　令和4年3月入社）

今年度
（令和4年4月-
　令和5年3月入社）

①正社員・正職員の新卒採用

①正社員・正職員の新卒採用

②正社員・正職員の経験者採用

③パート・アルバイトの採用

②正社員・正職員の経験者採用
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○ 賃金の向上が全体の課題として挙げられます。(図表 17) 

○ 人材不足の回答が特に多かった業種について、建設業は社内制度改善、情報通信業

は社員の教育・評価制度改善、運輸業・郵便業は職場環境改善に関する回答の割合

が大きくなっています。(図表 17) 
 

図表 17 「人材定着のために今後取り組みたいこと」と業種とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

図表 18 「今後強化したい点」と業種とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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等
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画
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実
施

退
職
金
制
度
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入
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生
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そ
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全体 1,121 64.5% 18.4% 22.2% 12.3% 3.1% 11.9% 9.8% 14.9% 10.3% 18.1% 13.6% 21.1% 10.9% 22.0% 8.8% 3.7% 7.9% 20.7% 2.0%

農業、林業、漁業 23 60.9% 4.3% 8.7% 8.7% - 17.4% 8.7% 17.4% - 13.0% 21.7% 13.0% - 8.7% 4.3% 4.3% 17.4% 17.4% 4.3%

建設業 255 69.0% 18.0% 20.4% 10.6% 2.7% 7.5% 7.8% 13.7% 6.3% 20.4% 11.8% 20.4% 11.0% 29.4% 7.8% 5.1% 6.7% 22.0% 1.6%

製造業 155 71.6% 19.4% 22.6% 20.6% 4.5% 8.4% 16.1% 14.8% 14.8% 32.9% 21.3% 21.3% 9.7% 19.4% 12.9% 2.6% 5.2% 23.2% 1.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 21 66.7% 23.8% 14.3% - - - 9.5% 9.5% 4.8% 14.3% 14.3% 14.3% 4.8% 19.0% - - 4.8% 19.0% -

情報通信業 16 56.3% 18.8% 18.8% 37.5% 12.5% 18.8% 18.8% 31.3% 37.5% 6.3% 18.8% 12.5% 25.0% 18.8% 6.3% 18.8% 6.3% 25.0% 6.3%

運輸業、郵便業 25 80.0% 4.0% 12.0% - - 8.0% 8.0% 20.0% - 24.0% 8.0% 16.0% - 12.0% 12.0% - 8.0% 24.0% -

卸売業 55 52.7% 23.6% 32.7% 10.9% - 10.9% 14.5% 23.6% 18.2% 25.5% 5.5% 27.3% 9.1% 23.6% 9.1% 1.8% 5.5% 29.1% -

小売業 165 59.4% 23.0% 25.5% 14.5% 0.6% 14.5% 9.1% 13.9% 12.1% 16.4% 12.1% 25.5% 15.2% 23.6% 8.5% 3.0% 7.9% 18.2% 2.4%

金融業、保険業 11 63.6% 18.2% 9.1% 9.1% 9.1% - 18.2% 18.2% 27.3% - 9.1% - 9.1% 36.4% - - 9.1% 18.2% 9.1%

不動産業 22 68.2% 9.1% 22.7% 4.5% - 18.2% 4.5% 22.7% - 22.7% 4.5% 22.7% 13.6% 31.8% 18.2% 4.5% 4.5% 18.2% -

学術研究、専門・技術サービス業 65 58.5% 9.2% 20.0% 10.8% 20.0% 6.2% 4.6% 18.5% 12.3% 12.3% 27.7% 15.4% 4.6% 13.8% 7.7% 1.5% 10.8% 20.0% 3.1%

宿泊業、飲食サービス業 115 68.7% 20.9% 27.0% 11.3% 0.9% 20.9% 4.3% 5.2% 4.3% 8.7% 9.6% 21.7% 7.8% 13.0% 3.5% 3.5% 7.0% 13.0% 0.9%

生活関連サービス業、娯楽業 90 54.4% 17.8% 23.3% 8.9% 1.1% 20.0% 13.3% 18.9% 14.4% 14.4% 17.8% 27.8% 18.9% 24.4% 10.0% 3.3% 7.8% 18.9% 1.1%

教育、学習支援業 18 55.6% 16.7% 11.1% - 5.6% 22.2% 11.1% 11.1% - 11.1% 5.6% 16.7% 11.1% 16.7% 16.7% - 16.7% 16.7% 5.6%

医療、福祉 43 74.4% 18.6% 14.0% 9.3% 2.3% 14.0% 11.6% 23.3% 16.3% 9.3% 2.3% 18.6% 16.3% 20.9% 18.6% 4.7% 11.6% 18.6% 7.0%

その他サービス業 36 58.3% 22.2% 27.8% 19.4% - 5.6% 8.3% 8.3% 8.3% 11.1% 8.3% 11.1% 5.6% 13.9% 5.6% 8.3% 19.4% 38.9% -
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登
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業

相
互
間
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引

そ
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全体 1,687 33.6% 28.0% 27.9% 27.3% 23.1% 22.5% 18.9% 18.3% 14.2% 10.8% 10.6% 9.1% 8.5% 8.3% 8.1% 7.1% 6.0% 5.3% 5.2% 4.7% 3.6% 2.9% 2.5%

農業、林業、漁業 26 57.7% - 19.2% 23.1% 23.1% 26.9% 19.2% 15.4% 19.2% 3.8% 19.2% 11.5% 11.5% - 3.8% 3.8% 15.4% 7.7% - 3.8% - 3.8% 7.7%

建設業 320 29.4% 15.6% 34.1% 47.8% 25.0% 29.4% 22.5% 13.8% 14.7% 7.2% 7.8% 6.3% 8.1% 2.8% 7.8% 8.4% 5.0% 5.0% 5.3% 5.3% 5.6% 3.8% 1.9%

製造業 204 38.2% 10.3% 22.5% 30.9% 32.4% 30.4% 13.7% 9.3% 20.1% 7.4% 10.8% 13.2% 8.8% 16.2% 5.9% 10.8% 17.6% 3.4% 2.9% 2.9% - 4.9% 2.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 25.0% 21.4% 28.6% 39.3% 28.6% 35.7% 17.9% 3.6% 17.9% 7.1% 7.1% 3.6% 10.7% 14.3% 7.1% 7.1% 7.1% 3.6% 7.1% 3.6% - 7.1% 3.6%

情報通信業 24 33.3% 12.5% 16.7% 45.8% 20.8% 4.2% 29.2% 16.7% - 12.5% 4.2% 4.2% 25.0% 29.2% 16.7% 8.3% 4.2% 12.5% - 4.2% - 8.3% -

運輸業、郵便業 27 37.0% 25.9% 37.0% 59.3% 14.8% 18.5% 18.5% 7.4% 18.5% 3.7% 14.8% - 11.1% - 11.1% 3.7% 3.7% - - 3.7% - - -

卸売業 82 59.8% 23.2% 26.8% 20.7% 12.2% 25.6% 11.0% 9.8% 15.9% 1.2% 12.2% 8.5% 9.8% 6.1% 11.0% 12.2% 2.4% 4.9% 4.9% 2.4% 6.1% 3.7% 1.2%

小売業 325 39.4% 43.1% 32.9% 14.5% 15.1% 18.8% 18.2% 24.3% 12.6% 11.7% 10.5% 10.2% 7.1% 8.9% 8.9% 8.9% 3.4% 6.8% 4.6% 2.2% 2.2% 3.4% 2.5%

金融業、保険業 13 69.2% 46.2% - 38.5% - 15.4% 7.7% 15.4% 7.7% 23.1% 30.8% 23.1% 15.4% - 7.7% - 7.7% - - 7.7% 7.7% - -

不動産業 43 27.9% 25.6% 25.6% 11.6% 2.3% 18.6% 20.9% 18.6% 14.0% 9.3% 16.3% 14.0% 9.3% 4.7% 20.9% 4.7% 7.0% 2.3% 25.6% 9.3% 4.7% 9.3% -

学術研究、専門・技術サービス業 107 25.2% 27.1% 19.6% 25.2% 38.3% 20.6% 15.9% 19.6% 11.2% 12.1% 17.8% 4.7% 8.4% 6.5% 6.5% 8.4% 3.7% 3.7% 4.7% 13.1% 0.9% 0.9% 1.9%

宿泊業、飲食サービス業 186 26.9% 40.3% 29.6% 18.8% 14.5% 17.2% 20.4% 29.6% 10.8% 18.8% 5.4% 13.4% 3.8% 13.4% 8.1% 1.1% 2.2% 9.7% 7.5% 3.2% 5.4% 1.1% 3.8%

生活関連サービス業、娯楽業 149 29.5% 44.3% 20.8% 17.4% 36.9% 18.8% 22.1% 20.1% 15.4% 16.8% 10.1% 8.7% 6.7% 8.7% 7.4% 1.3% 5.4% 3.4% 4.7% 6.0% 3.4% 0.7% 2.7%

教育、学習支援業 28 32.1% 21.4% 25.0% 10.7% 3.6% 7.1% 39.3% 32.1% 17.9% 28.6% 17.9% 7.1% 21.4% 10.7% 3.6% - 3.6% 7.1% 3.6% 7.1% 10.7% - 7.1%

医療、福祉 61 21.3% 24.6% 21.3% 32.8% 31.1% 6.6% 16.4% 27.9% 9.8% 8.2% 18.0% 3.3% 14.8% 3.3% 3.3% 3.3% 6.6% 6.6% 4.9% 8.2% 4.9% - 4.9%

その他サービス業 53 20.8% 26.4% 28.3% 24.5% 30.2% 34.0% 15.1% 11.3% 17.0% 9.4% 7.5% 9.4% 13.2% 1.9% 7.5% 15.1% 3.8% 1.9% 3.8% 3.8% 7.5% - 1.9%
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④ 高齢者の就業率（「希望者全員が 65 歳以上まで働ける雇用を確保する企業」及

び「70 歳まで働ける企業」割合の推移） 

○ 島根県内の企業では、65 歳まで働ける企業は年々増加しており、8割を超えていま

す。(図表 19) 

○ 島根県内の企業では、70 歳まで働ける企業は増加傾向ですが、4割にとどまってい

ます。(図表 19) 

 

図表 19 全国と島根県における高齢者の雇用確保企業割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省島根労働局 令和 3 年度労働行政のあらまし（各年 6月 1日現在における 31 人以上企業の状況） 
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⑤ 女性の就業率（正規・非正規） 

○ 市内の非正規労働者数のうち、約 7割を女性が占めています。(図表 20) 

図表 20 雇用種類別の男女割合 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

図表 21 業種別 正社員・正職員の男女割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

  

図表 22 業種別 非正規社員の男女割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施）  
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○ 障がい者雇用の状況は、新規求職件数に対して就職件数が少ない状況です。(図表 23) 

○ 障がい者雇用の取り組み意向について、「取り組んで雇用している」と「未雇用だ

が取り組みたい」の合計は約２割にとどまっています。(図表 24) 

○ 障がい者雇用への取り組みについて、「雇用している」の回答と「未雇用だが取り

組みたい」の合計割合が高い業種と低い業種に明確に分かれています。(図表 25)  

図表 23 出雲市における障がい者の新規求職・就職件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省島根労働局 しまね職業安定業務統計速報 各年度計 

 

 

図表 24 障がい者雇用への取り組み意向の割合 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

図表 25 業種別 障がい者雇用への取り組み意向の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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取り組んで雇用している 未雇用だが取り組みたい 取り組む予定はない
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⑦ 外国人雇用の状況 

○ 住民基本台帳によると、令和 4年 3月 31 日時点での出雲市内における外国人居住

者の割合は約 2.8％となっています。 

○ 外国人住民登録者数の割合が高いのはブラジル人住民で、約 74.2％を占めていま

す。(図表 26) 

○ ブラジル人住民について、「出雲市内での転職・就職を考えている」と回答した住

民の割合が 25.5％となっています。(図表 27) 

○ 一方、市内中小・小規模企業へ外国人の雇用に関する意識調査を実施した結果、

「雇用している」と「現在は雇用していないが、将来的に雇用したい」の合計は

13.7％にとどまっています。(図表 28) 

○ 「雇用している」の回答は「農業、林業、漁業」で他業種と比較して多く、「現在

は雇用していないが将来的に雇用したい」の回答は「情報通信業」で多くなってい

ます。(図表 29) 

○ 外国人を雇用するにあたって課題になることは「言葉や生活習慣の違い」が 8割を

超える回答となっています。(図表 30) 

 

図表 26 出雲市の外国人住民登録者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住民基本台帳（各年 3月 31 日時点）  

 

 

 

図表 27 出雲市におけるブラジル人住民の転職・就職希望割合 

 

 

 

 

 

出典：出雲市ブラジル人住民アンケート調査結果 令和 2 年(2020) 5 月 
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図表 28 出雲市における外国人雇用の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

図表 29 業種別 出雲市における外国人雇用の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 
 

図表 30 外国人を雇用するにあたって課題になること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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⑧ 3 年未満の離職率 

ア. 3 年未満の離職率の推移（高校卒・大学卒別の 3 年未満の離職率） 

○ 島根県では、全国と比較して特に 30 人以上 999 人以下の事業所における大学卒の 3

年未満の離職率が高くなっています。(図表 31、図表 32) 

図表 31 高校卒・大学卒別の 3年未満の離職率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：厚生労働省島根労働局 令和 3 年(2021)11 月 24 日報道発表 

 

図表 32 事業所規模別離職率（卒業後 3年間の合計） 
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出典：厚生労働省島根労働局 令和 3 年(2021)11 月 24 日報道発表 

 

イ. 3 年未満の離職率 

○ 全国と比較して離職率の差が大きい業種は、生活関連サービス・娯楽業となってい

ます。(図表 33) 

図表 33 産業別離職率（卒業後 3年間の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※は雇用保険被保険者資格取得者数が 100 人未満（島根県） 

出典：厚生労働省島根労働局 令和 3 年(2021)11 月 24 日報道発表 
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⑨ 出雲市内の経営者の年齢構成・後継者の有無 

○ 出雲市内の経営者の年齢構成について、60 歳以上の経営者が過半数を超えており、

また、平成 30 年度に対して微増となっています。(図表 34) 

○ 今後の事業継続について、後継者が決まっている、または候補がいると回答した事

業所の合計割合が平成 30 年と比較して 9.0 ポイント減少しています。(図表 35) 

 

図表 34 出雲市内の経営者の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

 

図表 35 今後の事業継続について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施）  
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学術研究，専門・技術サービス業

不動産業，物品賃貸業

金融業，保険業

教育，学習支援業

運輸業，郵便業

情報通信業

農林漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

電気・ガス・熱供給・水道業

個人 法人 法人でない団体 （ヶ所）

⑩ 市内の廃業事業所数(平成 28 年時点)及び都道府県別休廃業率(令和 3 年 出

典：掲載) 

○ 出雲市内の廃業事業所数は、個人で 442 ヶ所、法人で 615 ヶ所と、1,000 ヶ所以上

の事業所が廃業しています。(数値は H26 と H28 の比較 図表 36) 

○ 産業分類別にみると、「卸売業、小売業」が個人、法人ともに突出して多く、合計

で 336 ヶ所の事業所が廃業しています。次いで「宿泊業、飲食サービス業」が

151 ヶ所、「建設業」が 113 ヶ所と続きます。(図表 37) 

図表 36 出雲市内の廃業事業所数 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：平成 28 年経済センサス活動調査 

※平成 26 年経済センサス基礎調査で調査した事業所のうち、平成 28 年経済センサス活動調査時点では存在しなかった事業所

をいう。 

※他の場所へ移転した事業所や経営組織の変更を行った事業所が含まれている。 

 

図表 37 出雲市内の産業分類別廃業事業所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28 年経済センサス活動調査 

※令和 3年経済センサス活動調査における当該統計データは、令和 5年(2023)6 月に公表予定 
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○ 島根県内の全企業について、コロナ禍の影響を受けた令和 2年(2020)及び令和 3年

(2021)はそれぞれ 308 件、330 件でした。前年比は 2020 年が+1.0％、2021 年は前

年比+7.1％となっており、増加傾向で推移していることが分かります。 (図表 38) 

○ 令和 3年(2021)の前年比を全都道府県で比較すると、島根県の増加率が高くなって

います。(図表 39) 

図表 38 都道府県別 休廃業率推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：株式会社帝国データバンク 全国企業「休廃業・解散」動向調査(令和 3年(2021)) 

 

図表 39 都道府県別 休廃業率前年比増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：株式会社帝国データバンク 全国企業「休廃業・解散」動向調査(令和 3年(2021))  
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15.3% 61.1% 6.6% 9.1% 6.7%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,093

積極的な設備投資や出店・事業展開等を行い、国内事業を強化していく

現状維持

事業を再編、再構築する（合併やM&A、業態・業種の転換を含む）

事業規模を縮小・集約する

閉鎖・廃業する

その他

⑪ 開業率・廃業率と事業に対する今後５年程度の方針 

○ 島根県の開業率、廃業率の差は-0.5％であり、全国で 2番目に低い数値となってい

ます。要因としては、特に廃業率が全国と比較して高いことが挙げられます。(図

表 40) 

図表 40 都道府県別 開業率・廃業率(令和 2年度(2020)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「令和 2年度雇用保険事業年報」 
 
 

○ 「積極的な設備投資や出店・事業展開等を行う」や「現在の事業に加え、新たな事

業に取り組む」と回答した事業所は約２割強にのぼります。(図表 41) 

図表 41 事業に対する今後 5年程度の方針 
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※前回調査と今回調査で選択肢の数と項目名は完全には一致しない 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

  

開業率 廃業率 差 開業率 廃業率 差 開業率 廃業率 差

北 海 道 4.2% 3.3% 0.9% 石 川 4.3% 3.1% 1.2% 岡 山 4.6% 3.0% 1.6%

青 森 2.9% 3.2% -0.3% 福 井 3.6% 3.4% 0.2% 広 島 4.4% 2.9% 1.6%

岩 手 3.2% 3.4% -0.3% 山 梨 5.5% 2.9% 2.6% 山 口 4.1% 3.1% 1.0%

宮 城 4.1% 3.2% 0.8% 長 野 3.8% 3.1% 0.6% 徳 島 3.4% 3.7% -0.3%

秋 田 2.7% 3.6% -0.9% 岐 阜 4.8% 2.9% 1.9% 香 川 4.4% 3.4% 0.9%

山 形 3.4% 3.0% 0.4% 静 岡 4.6% 3.2% 1.4% 愛 媛 4.1% 2.9% 1.2%

福 島 3.8% 3.2% 0.6% 愛 知 5.8% 3.7% 2.1% 高 知 3.6% 3.8% -0.2%

茨 城 5.0% 3.0% 2.0% 三 重 4.9% 3.1% 1.9% 福 岡 6.0% 3.6% 2.3%

栃 木 4.7% 2.9% 1.8% 滋 賀 4.6% 3.2% 1.4% 佐 賀 4.1% 3.7% 0.4%

群 馬 4.9% 3.0% 1.9% 京 都 5.1% 3.4% 1.7% 長 崎 4.4% 3.7% 0.7%

埼 玉 5.9% 3.2% 2.7% 大 阪 5.3% 3.0% 2.4% 熊 本 5.2% 2.7% 2.5%

千 葉 5.7% 3.2% 2.4% 兵 庫 5.2% 3.0% 2.1% 大 分 4.2% 4.0% 0.2%

東 京 5.9% 3.2% 2.7% 奈 良 4.7% 2.7% 2.0% 宮 崎 4.7% 3.4% 1.3%

神 奈 川 5.7% 3.1% 2.6% 和 歌 山 3.9% 2.8% 1.1% 鹿 児 島 4.4% 3.4% 1.0%

新 潟 3.2% 3.1% 0.1% 鳥 取 3.8% 3.4% 0.4% 沖 縄 8.5% 3.4% 5.1%

富 山 3.3% 3.5% -0.2% 島 根 3.3% 3.8% -0.5% 全 国 計 5.0% 3.2% 1.8%
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⑫ 事業承継の状況 

○ 情報通信業、運輸業、郵便業、金融業、保険業では、「後継者は決まっていない

が、候補はいる」の割合が高くなっています。(図表 42) 

○ 農業、林業、漁業では、半数以上が 60 歳以上となる中、「後継者は決まっておら

ず、候補もいないが、事業を継続（承継）したい」の割合が高くなっています。

(図表 42) 

○ 小売業、学術研究、専門・技術サービス業では、「現在の事業を継続する予定はな

い」の割合が高くなっています。(図表 42)特に小売業は約 4割が 70 歳以上と高齢

化が進んでいます。 

図表 42 事業承継の予定と、業種とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

○ 事業承継を行うにあたっての課題として、6割を超える事業所が「後継者の育成」

と回答しています。(図表 43) 

図表 43 事業承継を行うにあたっての課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

  

63.0%

35.7%

20.1%

18.3%

13.5%

11.7%

9.6%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後継者の育成

取引先との関係維持

企業の財務状況の改善

金融機関との関係維持

事業承継計画の策定

相続問題の調整

株主や役員・従業員等の

理解を得ること

その他

（n=1,320）

※複数回答

事業承継の予定（％） 事業所数

後継者が
決まっており、
その後継者に
承継する予定

後継者は
決まって
いないが、
候補はいる

後継者は
決まっておらず、

候補もいないが、事業を
継続（承継）したい

後継者が
いないため、
事業の売却を
考えている

現在の事業を
継続する

予定はない

経営者が
まだ若いため、
後継者を決める
必要はない

その他

全体 1,749 19.4% 18.4% 20.4% 2.9% 24.9% 11.7% 2.3%

農業、林業、漁業 27 22.2% 18.5% 37.0% - 11.1% 11.1% -

建設業 333 27.6% 18.6% 16.8% 2.1% 22.8% 11.1% 0.9%

製造業 206 25.7% 23.8% 23.3% 2.4% 13.6% 8.3% 2.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 27 18.5% 11.1% 22.2% 3.7% 22.2% 22.2% -

情報通信業 22 - 31.8% 18.2% - 18.2% 27.3% 4.5%

運輸業、郵便業 27 22.2% 33.3% 25.9% - 11.1% - 7.4%

卸売業 84 10.7% 26.2% 27.4% - 22.6% 11.9% 1.2%

小売業 340 18.5% 14.1% 15.9% 4.1% 34.1% 11.2% 2.1%

金融業、保険業 13 15.4% 38.5% 23.1% - 7.7% 15.4% -

不動産業 46 28.3% 26.1% 17.4% - 13.0% 13.0% 2.2%

学術研究、専門・技術サービス業 110 13.6% 11.8% 18.2% 2.7% 34.5% 13.6% 5.5%

宿泊業、飲食サービス業 201 13.4% 14.9% 22.4% 3.5% 29.4% 13.9% 2.5%

生活関連サービス業、娯楽業 154 15.6% 18.2% 18.2% 5.2% 29.9% 11.0% 1.9%

教育、学習支援業 29 6.9% 13.8% 44.8% - 27.6% 3.4% 3.4%

医療、福祉 63 12.7% 20.6% 19.0% 4.8% 19.0% 17.5% 6.3%

その他サービス業 54 18.5% 16.7% 29.6% 5.6% 16.7% 13.0% -
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○ 「後継者の育成」に次いで割合が高い項目は、電気・ガス・熱供給・水道業、情報

通信業、運輸業、郵便業、卸売業、学術研究、専門・技術サービス業、その他サー

ビス業で、「取引先との関係維持」となっています。(図表 44) 

図表 44 事業承継を行うにあたっての課題と、業種とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

⑬ 産学官連携の状況 

○ 市内には、島根大学医学部や島根県立大学看護栄養学部といった大学が立地してお

り、「やさしい医工連携」等の産学官連携の取り組みを進めています。 

○ 医学部を含む島根大学全学部の同一県内企業及び地方公共団体との共同・受託研究

実施件数は、平成 29 年度をピークとして減少傾向となっており、令和 2年度では

59 件となっています。(図表 45) 

図表 45 同一県内企業及び地方公共団体との共同・受託研究実施件数の推移 島根大学(全学部) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：大学等における産学連携等実施状況について（令和 2年度実績） 文部科学省 
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そ
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全体 1,320 63.0% 9.6% 35.7% 18.3% 13.5% 20.1% 11.7% 2.0%

農業、林業、漁業 24 70.8% 4.2% 12.5% 20.8% 16.7% 12.5% 12.5% 4.2%

建設業 270 65.6% 11.9% 39.3% 21.1% 11.5% 20.0% 10.7% 0.4%

製造業 174 69.0% 13.2% 39.7% 18.4% 16.1% 23.6% 6.9% 1.7%

電気・ガス・熱供給・水道業 25 64.0% 8.0% 56.0% 20.0% 12.0% 4.0% - 8.0%

情報通信業 18 50.0% 38.9% 44.4% 16.7% 16.7% 16.7% 11.1% 5.6%

運輸業、郵便業 26 69.2% 15.4% 42.3% 23.1% 26.9% 23.1% 3.8% -

卸売業 68 63.2% 14.7% 45.6% 13.2% 11.8% 26.5% 13.2% 1.5%

小売業 229 54.6% 3.1% 39.7% 14.4% 10.0% 24.0% 14.4% 3.9%

金融業、保険業 11 54.5% 27.3% 18.2% - - 9.1% 9.1% -

不動産業 37 64.9% 10.8% 24.3% 18.9% 8.1% 10.8% 32.4% -

学術研究、専門・技術サービス業 81 55.6% 7.4% 40.7% 13.6% 12.3% 13.6% 13.6% 2.5%

宿泊業、飲食サービス業 126 65.9% 7.9% 20.6% 27.0% 20.6% 22.2% 14.3% 3.2%

生活関連サービス業、娯楽業 105 66.7% 6.7% 25.7% 18.1% 13.3% 18.1% 9.5% 1.0%

教育、学習支援業 21 90.5% 4.8% 14.3% 4.8% 14.3% 14.3% 4.8% -

医療、福祉 47 57.4% 14.9% 14.9% 14.9% 21.3% 17.0% 12.8% 2.1%

その他サービス業 47 59.6% 6.4% 55.3% 19.1% 10.6% 19.1% 10.6% -
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⑭ 販路開拓の必要性 

○ 事業所として今後強化したいことについて、「市場開拓・販路開拓」を挙げた事業

所が 33.6％で最も多く、次いで「細やかな対応・サービス」、「安定した資金繰り」

等が挙げられています。(図表 46) 

図表 46 今後強化したいと考えていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

図表 47 業種別 今後強化したいと考えていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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全体 1,687 33.6% 28.0% 27.9% 27.3% 23.1% 22.5% 18.9% 18.3% 14.2% 10.8% 10.6% 9.1% 8.5% 8.3% 8.1% 7.1% 6.0% 5.3% 5.2% 4.7% 3.6% 2.9% 2.5%

農業、林業、漁業 26 57.7% - 19.2% 23.1% 23.1% 26.9% 19.2% 15.4% 19.2% 3.8% 19.2% 11.5% 11.5% - 3.8% 3.8% 15.4% 7.7% - 3.8% - 3.8% 7.7%

建設業 320 29.4% 15.6% 34.1% 47.8% 25.0% 29.4% 22.5% 13.8% 14.7% 7.2% 7.8% 6.3% 8.1% 2.8% 7.8% 8.4% 5.0% 5.0% 5.3% 5.3% 5.6% 3.8% 1.9%

製造業 204 38.2% 10.3% 22.5% 30.9% 32.4% 30.4% 13.7% 9.3% 20.1% 7.4% 10.8% 13.2% 8.8% 16.2% 5.9% 10.8% 17.6% 3.4% 2.9% 2.9% - 4.9% 2.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 25.0% 21.4% 28.6% 39.3% 28.6% 35.7% 17.9% 3.6% 17.9% 7.1% 7.1% 3.6% 10.7% 14.3% 7.1% 7.1% 7.1% 3.6% 7.1% 3.6% - 7.1% 3.6%

情報通信業 24 33.3% 12.5% 16.7% 45.8% 20.8% 4.2% 29.2% 16.7% - 12.5% 4.2% 4.2% 25.0% 29.2% 16.7% 8.3% 4.2% 12.5% - 4.2% - 8.3% -

運輸業、郵便業 27 37.0% 25.9% 37.0% 59.3% 14.8% 18.5% 18.5% 7.4% 18.5% 3.7% 14.8% - 11.1% - 11.1% 3.7% 3.7% - - 3.7% - - -

卸売業 82 59.8% 23.2% 26.8% 20.7% 12.2% 25.6% 11.0% 9.8% 15.9% 1.2% 12.2% 8.5% 9.8% 6.1% 11.0% 12.2% 2.4% 4.9% 4.9% 2.4% 6.1% 3.7% 1.2%

小売業 325 39.4% 43.1% 32.9% 14.5% 15.1% 18.8% 18.2% 24.3% 12.6% 11.7% 10.5% 10.2% 7.1% 8.9% 8.9% 8.9% 3.4% 6.8% 4.6% 2.2% 2.2% 3.4% 2.5%

金融業、保険業 13 69.2% 46.2% - 38.5% - 15.4% 7.7% 15.4% 7.7% 23.1% 30.8% 23.1% 15.4% - 7.7% - 7.7% - - 7.7% 7.7% - -

不動産業 43 27.9% 25.6% 25.6% 11.6% 2.3% 18.6% 20.9% 18.6% 14.0% 9.3% 16.3% 14.0% 9.3% 4.7% 20.9% 4.7% 7.0% 2.3% 25.6% 9.3% 4.7% 9.3% -

学術研究、専門・技術サービス業 107 25.2% 27.1% 19.6% 25.2% 38.3% 20.6% 15.9% 19.6% 11.2% 12.1% 17.8% 4.7% 8.4% 6.5% 6.5% 8.4% 3.7% 3.7% 4.7% 13.1% 0.9% 0.9% 1.9%

宿泊業、飲食サービス業 186 26.9% 40.3% 29.6% 18.8% 14.5% 17.2% 20.4% 29.6% 10.8% 18.8% 5.4% 13.4% 3.8% 13.4% 8.1% 1.1% 2.2% 9.7% 7.5% 3.2% 5.4% 1.1% 3.8%

生活関連サービス業、娯楽業 149 29.5% 44.3% 20.8% 17.4% 36.9% 18.8% 22.1% 20.1% 15.4% 16.8% 10.1% 8.7% 6.7% 8.7% 7.4% 1.3% 5.4% 3.4% 4.7% 6.0% 3.4% 0.7% 2.7%

教育、学習支援業 28 32.1% 21.4% 25.0% 10.7% 3.6% 7.1% 39.3% 32.1% 17.9% 28.6% 17.9% 7.1% 21.4% 10.7% 3.6% - 3.6% 7.1% 3.6% 7.1% 10.7% - 7.1%

医療、福祉 61 21.3% 24.6% 21.3% 32.8% 31.1% 6.6% 16.4% 27.9% 9.8% 8.2% 18.0% 3.3% 14.8% 3.3% 3.3% 3.3% 6.6% 6.6% 4.9% 8.2% 4.9% - 4.9%

その他サービス業 53 20.8% 26.4% 28.3% 24.5% 30.2% 34.0% 15.1% 11.3% 17.0% 9.4% 7.5% 9.4% 13.2% 1.9% 7.5% 15.1% 3.8% 1.9% 3.8% 3.8% 7.5% - 1.9%

33.6%

28.0%

27.9%

27.3%

23.1%

22.5%

18.9%

18.3%

14.2%

10.8%

10.6%

9.1%

8.5%

8.3%

8.1%

7.1%

6.0%

5.3%

5.2%

4.7%

3.6%

2.9%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市場開拓・販路開拓

細やかな対応・サービス

安定した資金繰り

人材の確保（正社員・正職員）

技術・精度・品質の高さ

業務効率・作業効率

経営戦略・企画力

独自性

後継者づくり

知名度・ブランド

IT活用

商品価値向上の取り組み

教育・訓練

製品・サービス開発

事業の多角化

迅速さ・納期

省力化・自動化できる設備の導入

資金調達

資金、資産の運用

連携・ネットワーク

非常勤の専門人材登用

市内中小・小規模企業相互間の取引

その他

（n=1,687）

※複数回答
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⑮ 環境対策（カーボンニュートラル） 

○ カーボンニュートラルへの取り組みに対して「関心がある」と回答した事業所は約

2割にとどまっています。(図表 48) 

○ 資金不足やノウハウ不足を課題として挙げる事業所が多くなっています。(図表 49) 

 

図表 48  カーボンニュートラルへの取り組みについて 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

 

図表 49  環境問題に取り組むうえでの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

  

22.5% 49.9% 26.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=1,689

関心がある どちらともいえない 関心はない

27.0%

26.9%

26.7%

22.3%

19.8%

18.3%

13.2%

11.8%

11.0%

4.3%

1.1%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資金不足でコストが負担できない

どの程度まで対応すればよいのか分からない

コストに見合う効果が期待できない

専門知識やノウハウが不足している

コストを価格転嫁できない

特に課題はない

取り組む時間がない、業務量が増加する

優先順位が低い

推進する人材がいない

相談先が分からない

取引先や従業員の理解が得られない

その他

（n=1,564）

※複数回答
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環境問題に取り組むうえでの課題
(％)

事
業
所
数

資
金
不
足
で
コ
ス
ト
が
負
担
で
き
な
い

ど
の
程
度
ま
で
対
応
す
れ
ば
よ
い
の
か
分
か
ら
な
い

コ
ス
ト
に
見
合
う
効
果
が
期
待
で
き
な
い

専
門
知
識
や
ノ
ウ
ハ
ウ
が
不
足
し
て
い
る

コ
ス
ト
を
価
格
転
嫁
で
き
な
い

特
に
課
題
は
な
い

取
り
組
む
時
間
が
な
い

、
業
務
量
が
増
加
す
る

相
談
先
が
分
か
ら
な
い

推
進
す
る
人
材
が
い
な
い

優
先
順
位
が
低
い

取
引
先
や
従
業
員
の
理
解
が
得
ら
れ
な
い

そ
の
他

全体 1564 27.0% 26.9% 26.7% 22.3% 19.8% 18.3% 13.2% 11.8% 11.0% 4.3% 1.1% 0.6%

農業、林業、漁業 24 29.2% 12.5% 37.5% 16.7% 29.2% 25.0% 20.8% 0.0% 4.2% 12.5% 4.2% 0.0%

建設業 302 24.5% 28.1% 26.8% 25.8% 17.9% 16.6% 12.9% 4.0% 17.2% 9.9% 1.3% 0.7%

製造業 191 26.7% 26.2% 29.3% 28.3% 25.1% 16.2% 12.0% 3.1% 14.1% 9.4% 0.5% 0.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 27 7.4% 25.9% 33.3% 22.2% 22.2% 11.1% 14.8% 3.7% 18.5% 22.2% 0.0% 0.0%

情報通信業 22 13.6% 18.2% 31.8% 22.7% 13.6% 22.7% 18.2% 4.5% 18.2% 22.7% 9.1% 0.0%

運輸業、郵便業 26 46.2% 19.2% 26.9% 19.2% 34.6% 15.4% 3.8% 0.0% 0.0% 3.8% 0.0% 0.0%

卸売業 73 11.0% 31.5% 27.4% 15.1% 23.3% 17.8% 20.5% 5.5% 12.3% 13.7% 1.4% 0.0%

小売業 289 26.3% 26.3% 26.3% 18.7% 16.6% 21.1% 11.8% 4.5% 10.0% 11.8% 1.0% 0.3%

金融業、保険業 11 9.1% 18.2% 27.3% 18.2% 27.3% 36.4% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 0.0%

不動産業 36 13.9% 25.0% 22.2% 27.8% 16.7% 25.0% 5.6% 5.6% 2.8% 19.4% 5.6% 0.0%

学術研究、専門・技術サービス業 99 24.2% 27.3% 22.2% 15.2% 17.2% 20.2% 19.2% 6.1% 9.1% 16.2% 0.0% 0.0%

宿泊業、飲食サービス業 181 42.0% 27.6% 29.3% 19.9% 27.1% 11.6% 12.7% 3.9% 5.5% 9.4% 1.1% 1.1%

生活関連サービス業、娯楽業 141 30.5% 32.6% 24.8% 25.5% 15.6% 22.7% 11.3% 4.3% 9.2% 9.2% 0.0% 1.4%

教育、学習支援業 26 23.1% 26.9% 15.4% 19.2% 3.8% 34.6% 7.7% 3.8% 3.8% 0.0% 0.0% 3.8%

医療、福祉 57 38.6% 17.5% 17.5% 22.8% 17.5% 15.8% 14.0% 5.3% 10.5% 22.8% 0.0% 1.8%

その他サービス業 47 21.3% 29.8% 29.8% 25.5% 14.9% 14.9% 19.1% 8.5% 10.6% 14.9% 2.1% 0.0%

○ 傾向として、第一次産業、第二次産業ではコスト面への課題に関する回答が、第三

次産業ではどの程度まで対応すべきかの明確な指標がないことが課題であるとする

回答が多くなっています。(図表 50) 

 

図表 50  業種別 環境問題に取り組むうえでの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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⑯ 事業継続計画（ＢＣＰ） 

○ 全国の中小企業のＢＣＰ策定率も 14.7％と低い水準を推移していますが、市内中

小・小規模企業のＢＣＰ策定率は 12.3％にとどまっており、さらに低い値となって

います。(図表 51、図表 52) 

○ 他の経営指標と比較して、ＢＣＰの策定割合は特に低くなっています。特に、個人

事業主、または正社員数の少ない事業所が低く、業種別に見ると「学術研究、専

門・技術サービス業」や「不動産業」、「建設業」が低くなっています。(図表 52、

図表 53、図表 54) 

○ 策定に必要なノウハウ、人材不足が主な課題となっています。(図表 55) 

 

図表 51 全国のＢＣＰ策定率(大企業・中小企業)の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：株式会社帝国データバンク 事業継続計画（ＢＣＰ）に対する企業の意識調査（令和 4年(2022)） 

 

 

図表 52 市内中小・小規模企業の経営指針・経営計画策定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施）  

25.9%

44.4%

31.9%

64.5%

42.0%

12.3%

74.1%

55.6%

68.1%

35.5%

58.0%

87.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①経営理念の外部発信を

行っていますか

（n=1,726）

②中長期の経営方針は

お持ちですか

（n=1,723）

③経営計画を毎年作成

していますか

（n=1,720）

④月次で事業進捗状況の

点検をしていますか

（n=1,728）

⑤経営に関する勉強会が

あれば参加したいですか

（n=1,691）

⑥事業継続計画（BCP）を

作成していますか

（n=1,699）

はい いいえ
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○ どの経営指針・経営計画についても、個人事業主と比較して法人企業の実施割合が

高くなっています。(図表 53) 

○ 正社員数の多い事業所ほど実施割合が高い傾向にあります。(図表 53) 

 

図表 53 組織形態、正社員数別 市内中小・小規模企業の経営指針・経営計画策定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

図表 54 業種別 市内中小・小規模企業の経営指針・経営計画策定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

 

  

経営指針・経営計画（％） 事業所数
経営理念の外部
発信を行っている

中長期の経営
方針を持っている

経営計画を毎年
作成している

月次で事業
進捗状況の

点検をしている

経営に関する
勉強会があれば

参加したい

事業継続計画
（BCP）を作成し

ている

全体 1,767 25.3% 43.3% 31.0% 63.0% 40.2% 11.8%

農業、林業、漁業 28 28.6% 60.7% 53.6% 39.3% 42.9% 10.7%

建設業 339 20.9% 42.8% 28.0% 62.2% 41.6% 8.8%

製造業 208 31.7% 50.5% 39.4% 69.2% 42.3% 15.9%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 10.7% 32.1% 21.4% 53.6% 39.3% 14.3%

情報通信業 24 54.2% 66.7% 50.0% 70.8% 50.0% 29.2%

運輸業、郵便業 28 42.9% 50.0% 32.1% 75.0% 35.7% 14.3%

卸売業 86 23.3% 38.4% 43.0% 76.7% 43.0% 17.4%

小売業 337 22.8% 43.0% 32.3% 67.4% 35.9% 11.0%

金融業、保険業 14 64.3% 64.3% 64.3% 85.7% 50.0% 50.0%

不動産業 45 15.6% 48.9% 28.9% 48.9% 48.9% 6.7%

学術研究、専門・技術サービス業 111 25.2% 30.6% 15.3% 49.5% 38.7% 6.3%

宿泊業、飲食サービス業 203 20.7% 36.9% 22.2% 58.1% 39.9% 10.3%

生活関連サービス業、娯楽業 159 23.9% 42.1% 30.8% 60.4% 40.9% 9.4%

教育、学習支援業 28 46.4% 60.7% 39.3% 71.4% 50.0% 14.3%

医療、福祉 62 41.9% 53.2% 37.1% 66.1% 35.5% 17.7%

その他サービス業 55 21.8% 36.4% 23.6% 58.2% 38.2% 12.7%

事業所数
経営理念の外部
発信を行っている

中長期の経営
方針を持っている

経営計画を毎年
作成している

月次で事業
進捗状況の

点検をしている

経営に関する
勉強会があれば

参加したい

事業継続計画
（BCP）を作成して

いる

1,767 25.3% 43.3% 31.0% 63.0% 40.2% 11.8%

個人事業主 804 16.7% 29.4% 13.9% 49.0% 29.7% 5.5%

法人企業 925 32.6% 55.2% 45.8% 75.2% 49.1% 17.1%

1人以下 368 16.8% 32.1% 18.5% 53.5% 27.7% 5.7%

2人 213 20.2% 42.7% 30.0% 60.6% 34.7% 6.6%

3～5人 300 19.3% 42.3% 26.3% 65.7% 38.3% 11.7%

6～10人 198 25.8% 53.5% 43.4% 74.2% 54.5% 11.6%

11～20人 145 42.8% 65.5% 49.0% 80.7% 54.5% 20.0%

21～50人 120 49.2% 67.5% 75.8% 85.8% 64.2% 30.8%

51人以上 52 80.8% 76.9% 75.0% 90.4% 73.1% 50.0%

正
社
員
数

経営指針・
経営計画（％）

全体

組織
形態
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27.2%

27.2%

26.1%

13.1%

11.1%

8.9%

7.3%

7.2%

6.7%

5.9%

5.6%

3.1%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の

事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）

自社のホームページやソーシャル

メディアによる情報発信

デジタル化を進める予定はない

デジタル化は一通り済ませており、

これ以上の予定はない

電子決済

生産管理、安全管理及び物流・倉庫管理に

おける活用（市販ソフトの活用含む）

クラウドサービスを利用したデータの管理運用

自社製品のインターネット販売

（電子商取引：EC）

マーケティングや販売促進における活用

（市販ソフトを含む）

オンライン商談

社内コミュニケーションツールの導入

リモートワーク（在宅勤務の推進）

その他

（n=1,635）

※複数回答

図表 55  ＢＣＰを策定していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：株式会社帝国データバンク 事業継続計画（ＢＣＰ）に対する企業の意識調査（令和 4年(2022)） 

 

⑰ ＩＴ導入・デジタル化の状況と課題 

○ 今後どのようにデジタル化を進めていきたいかについて、「売上金の合計処理や給

与・勤怠管理等の事務処理のデジタル化(市販ソフトの活用含む)」及び「自社の

ホームページやソーシャルメディアによる情報発信」の項目がともに 27.2％で最も

多くなっています。(図表 56) 

○ 一方、「デジタル化を進める予定はない」と回答した事業所が 26.1％あります。(図

表 56) 

図表 56 今後どのようにデジタル化を進めていきたいか 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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○ 「デジタル化を進める予定はない」と回答した事業所のＤＩ値は売上高、営業利益

ともに最も低く(図表 57)、多くは個人事業主の小売業や宿泊業、飲食サービス業で

す。 

図表 57 今後どのようにデジタル化を進めていきたいかと売上高の変化、利益の変化とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

○ ＩＴ導入・デジタル化を進めていくうえで、費用や人材不足を課題として挙げる事

業所が多くなっています。 (図表 58) 

図表 58  ＩＴ導入・デジタル化を進めていくうえでの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

36.7%

31.1%

22.2%

17.6%

16.2%

15.2%

13.9%

13.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ソフト販売やシステム開発の会社に

依頼するのに費用がかかる

対応できる人材が不足している

特に課題はない

情報流出の心配（セキュリティへの不安）

無料で相談できる専門家や支援機関の

情報を知らない

無料のアプリや、安価なソフトの情報を知らない

IT機器やアプリ、ソフト等の使い方がわからない

IT導入の効果がわからない

その他

（n=1,494）

※複数回答

事業所数
20％超
増加

5％～20％
増加

横ばい
（±5％以内）

5％～20％
減少

20％超
減少

新設
事業所

DI値

n（複数回答） 1,608 5.0% 11.4% 25.7% 24.4% 31.2% 2.2% -39.3

売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の
事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）

435 5.7% 14.3% 23.7% 26.2% 27.6% 2.5% -33.8

自社のホームページやソーシャルメディアによる
情報発信

438 4.6% 11.6% 24.0% 25.3% 32.2% 2.3% -41.3

生産管理、安全管理及び物流・倉庫管理に
おける活用（市販ソフトの活用含む）

143 9.1% 13.3% 29.4% 27.3% 18.9% 2.1% -23.8

リモートワーク（在宅勤務の推進） 49 2.0% 22.4% 34.7% 18.4% 20.4% 2.0% -14.3

社内コミュニケーションツールの導入 90 4.4% 15.6% 38.9% 25.6% 14.4% 1.1% -20.0

オンライン商談 94 8.5% 12.8% 27.7% 19.1% 29.8% 2.1% -27.7

マーケティングや販売促進における活用
（市販ソフトを含む）

108 4.6% 8.3% 32.4% 25.9% 26.9% 1.9% -39.8

クラウドサービスを利用したデータの管理運用 119 8.4% 16.0% 32.8% 22.7% 16.0% 4.2% -14.3

電子決済 177 5.1% 11.3% 23.7% 24.9% 30.5% 4.5% -39.0

自社製品のインターネット販売（電子商取引：EC） 116 4.3% 11.2% 16.4% 31.9% 34.5% 1.7% -50.9

デジタル化は一通り済ませており、これ以上の
予定はない

210 7.6% 12.9% 28.1% 21.4% 28.6% 1.4% -29.5

デジタル化を進める予定はない 424 3.3% 7.8% 21.0% 24.5% 42.7% 0.7% -56.1

その他 26 7.7% 3.8% 46.2% 26.9% 11.5% 3.8% -26.9

n（複数回答） 1,587 7.2% 8.9% 24.1% 23.6% 34.2% 2.0% -41.7

売上金の会計処理や給与・勤怠管理等の
事務処理のデジタル化（市販ソフトの活用含む）

431 8.1% 9.7% 24.1% 23.9% 31.8% 2.3% -37.8

自社のホームページやソーシャルメディアによる
情報発信

436 4.8% 9.2% 22.7% 26.1% 35.1% 2.1% -47.2

生産管理、安全管理及び物流・倉庫管理に
おける活用（市販ソフトの活用含む）

143 14.0% 8.4% 24.5% 23.8% 27.3% 2.1% -28.7

リモートワーク（在宅勤務の推進） 49 14.3% 14.3% 28.6% 16.3% 24.5% 2.0% -12.2

社内コミュニケーションツールの導入 89 6.7% 10.1% 37.1% 22.5% 23.6% - -29.2

オンライン商談 92 8.7% 8.7% 31.5% 18.5% 30.4% 2.2% -31.5

マーケティングや販売促進における活用
（市販ソフトを含む）

105 12.4% 6.7% 23.8% 22.9% 32.4% 1.9% -36.2

クラウドサービスを利用したデータの管理運用 117 9.4% 8.5% 32.5% 15.4% 29.9% 4.3% -27.4

電子決済 178 9.0% 9.0% 22.5% 24.7% 30.3% 4.5% -37.1

自社製品のインターネット販売（電子商取引：EC） 114 6.1% 9.6% 16.7% 25.4% 40.4% 1.8% -50.0

デジタル化は一通り済ませており、これ以上の
予定はない

209 10.0% 12.9% 25.8% 17.7% 32.1% 1.4% -26.8

デジタル化を進める予定はない 408 4.7% 6.4% 21.3% 25.0% 42.2% 0.5% -56.1

その他 25 12.0% 12.0% 32.0% 20.0% 20.0% 4.0% -16.0

利
益

今後どのようにデジタル化を
進めていきたいか（％）

売
上
高
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図表 59  業種別 ＩＴ導入・デジタル化を進めていくうえでの課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

  

IT導入・デジタル化を進めていく
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数
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シ
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無
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家
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機
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ア
プ
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ソ
フ
ト
等
の

使
い
方
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わ
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な
い

無
料
の
ア
プ
リ
や

、
安
価
な
ソ
フ
ト
の

情
報
が
わ
か
ら
な
い

情
報
流
出
の
心
配

（
セ
キ

ュ
リ
テ

ィ
へ
の

不
安

）

対
応
で
き
る
人
材
が
不
足
し
て
い
る

特
に
問
題
は
な
い

そ
の
他

全体 1,494 36.7% 13.8% 16.2% 13.9% 15.2% 17.6% 31.1% 22.2% 2.6%

農業、林業、漁業 21 42.9% 14.3% 28.6% 9.5% 14.3% 23.8% 38.1% 19.0% -

建設業 292 37.3% 14.7% 14.0% 14.4% 15.4% 20.9% 29.8% 22.9% 2.1%

製造業 184 47.3% 14.7% 15.2% 13.6% 16.8% 15.8% 37.0% 15.8% 1.6%

電気・ガス・熱供給・水道業 28 32.1% 10.7% 14.3% - 7.1% 14.3% 25.0% 21.4% 3.6%

情報通信業 23 26.1% 8.7% - - - 4.3% 8.7% 60.9% -

運輸業、郵便業 27 37.0% 11.1% 11.1% 18.5% 7.4% 14.8% 44.4% 14.8% -

卸売業 68 41.2% 14.7% 13.2% 19.1% 13.2% 13.2% 41.2% 25.0% -

小売業 276 33.7% 12.7% 17.4% 17.0% 17.0% 15.9% 30.4% 22.8% 2.2%

金融業、保険業 11 45.5% 9.1% 18.2% 9.1% 9.1% 27.3% 36.4% 27.3% -

不動産業 37 21.6% 10.8% 18.9% 5.4% 8.1% 10.8% 21.6% 29.7% 8.1%

学術研究、専門・技術サービス業 99 32.3% 6.1% 13.1% 12.1% 12.1% 23.2% 18.2% 23.2% 5.1%

宿泊業、飲食サービス業 158 33.5% 17.7% 15.8% 17.1% 18.4% 15.2% 36.7% 19.0% 2.5%

生活関連サービス業、娯楽業 132 43.9% 14.4% 18.9% 11.4% 15.9% 16.7% 28.0% 21.2% 3.0%

教育、学習支援業 26 19.2% 23.1% 30.8% 15.4% 11.5% 7.7% 23.1% 26.9% 3.8%

医療、福祉 58 36.2% 10.3% 20.7% 8.6% 17.2% 25.9% 34.5% 22.4% 10.3%

その他サービス業 48 31.3% 14.6% 20.8% 14.6% 16.7% 25.0% 33.3% 20.8% -
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⑱ 新型コロナウイルス感染症対策 

○ 業種別に見ると、「売上高の変化のＤＩ値」が低い業種ほど「コロナ禍で受注・売

上が減少・低下と回答した割合」が高いことが分かります。つまり、売上高の減少

要因の一つがコロナ禍の影響であると考えている事業者が多くなっています。ま

た、売上高の減少が営業利益の悪化に直結しています。(図表 60) 

図表 60 業種別に見た売上高の変化ＤＩ値と新型コロナウイルス感染症の受注・売上への影響の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

○ 「仕入単価の上昇」は幅広い業種に影響を及ぼしており、営業利益の変化に関する

ＤＩ値はいずれも低い値です。(図表 61) 

○ 「需要の停滞」を主な経営上の問題点として挙げている業種は、売上高に深刻な打

撃を受けており、「仕入単価の上昇」とあわせて挙げている業種は特に営業利益へ

の影響が大きくなっています。(図表 61) 

図表 61 業種ごとの経営状況 売上高と営業利益の各変化に対するＤＩ値の相関と、主な経営上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業 

状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

 

主な経営上の問題点 

●：仕入単価の上昇 
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図表 62 国、県、市等が実施した様々な施策の中で、特に効果的であったと思われるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 

○ ほとんどの業種で給付金は効果があったと回答されている一方、Ｗｅ Ｌｏｖｅ山

陰キャンペーンや新型コロナ対策認証店等の認定制度、新事業展開補助金等の新規

向け補助金等その他の施策と比較して業種により効果の有無が分かれた施策もあり

ました。(図表 63) 

図表 63 新型コロナウイルス感染症対策として、国、県、市等が実施した様々な施策の中で、 

特に効果的であったと思われるものと業種とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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その他
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新
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ど
の

新
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け
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金

持
続
化
補
助
金
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ど
の
補
助
率
や

補
助
限
度
額
の
引
き
上
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型
コ
ロ
ナ
対
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認
証
店
な
ど
の

認
定
制
度

利
用
し
て
い
な
い
の
で

わ
か
ら
な
い

そ
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他

全体 1,708 70.0% 17.0% 26.8% 20.7% 10.0% 20.7% 3.6% 8.1% 2.3% 14.3% 1.1%

農業、林業、漁業 26 65.4% 7.7% 3.8% 19.2% 7.7% 15.4% 11.5% 11.5% - 15.4% -

建設業 322 74.8% 11.5% 31.7% 23.3% 11.2% 18.3% 1.9% 8.4% 1.6% 11.2% 0.3%

製造業 202 68.8% 39.6% 36.1% 10.9% 7.4% 10.9% 5.0% 8.4% 0.5% 10.4% 0.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 27 63.0% 3.7% 14.8% 11.1% 3.7% 22.2% - 3.7% - 25.9% -

情報通信業 20 75.0% 20.0% 30.0% 25.0% 20.0% 10.0% 10.0% 15.0% - 20.0% -

運輸業、郵便業 24 54.2% 20.8% 29.2% 12.5% 25.0% 20.8% - 12.5% - 20.8% -

卸売業 79 64.6% 16.5% 29.1% 20.3% 12.7% 7.6% 8.9% 7.6% - 15.2% 1.3%

小売業 338 74.0% 8.3% 25.4% 13.6% 8.3% 30.5% 3.0% 7.4% 1.5% 12.7% 0.9%

金融業、保険業 13 38.5% 23.1% 30.8% 38.5% 15.4% 7.7% - - - 53.8% -

不動産業 39 48.7% 15.4% 20.5% 28.2% 17.9% 23.1% 5.1% 5.1% - 28.2% 2.6%

学術研究、専門・技術サービス業 106 60.4% 16.0% 20.8% 22.6% 10.4% 16.0% 3.8% 6.6% 2.8% 22.6% 1.9%

宿泊業、飲食サービス業 200 82.5% 25.0% 23.5% 47.5% 11.5% 32.5% 4.0% 9.0% 10.5% 3.0% 2.0%

生活関連サービス業、娯楽業 157 67.5% 15.9% 29.3% 17.2% 10.2% 25.5% 3.2% 9.6% 1.9% 17.2% -

教育、学習支援業 28 67.9% 32.1% 21.4% 7.1% - 14.3% 3.6% 3.6% - 21.4% -

医療、福祉 60 51.7% 6.7% 10.0% 13.3% 8.3% 6.7% 3.3% 10.0% - 25.0% 10.0%

その他サービス業 54 64.8% 9.3% 22.2% 11.1% 9.3% 11.1% 3.7% 9.3% 1.9% 25.9% -



37 

○ 今後希望する施策について、現状の課題として挙げられる喫緊の課題と連動してい

ると考えられます。特に、「雇用に対する支援」や「運転資金に対する支援」等が

上位に入る(図表 64)ということは、経営環境に対する危機感が根底にあり、安心感

を求める意識が強いと推察されます。 

図表 64 今後希望する施策と業種とのクロス集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：出雲市中小・小規模企業状況調査（令和 4年(2022)4 月実施） 
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厚
生

事
業
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そ
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全体 1,252 25.5% 37.5% 31.8% 37.5% 9.2% 9.4% 14.8% 16.0% 7.7% 19.9% 11.9% 9.4% 11.3% 17.7% 4.9%

農業、林業、漁業 21 28.6% 19.0% 33.3% 23.8% 14.3% 4.8% 38.1% 14.3% 19.0% 14.3% 9.5% 4.8% - 23.8% -

建設業 249 21.3% 49.4% 27.3% 40.2% 17.7% 5.6% 8.4% 39.4% 5.6% 14.9% 3.2% 6.4% 16.9% 15.3% 3.6%

製造業 160 20.6% 39.4% 46.3% 28.8% 12.5% 6.3% 24.4% 10.0% 18.8% 11.9% 9.4% 8.1% 7.5% 20.0% 3.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 20 15.0% 55.0% 35.0% 35.0% 15.0% 5.0% 10.0% 40.0% 5.0% 20.0% 5.0% 5.0% 5.0% 30.0% -

情報通信業 22 36.4% 40.9% 27.3% 22.7% 13.6% - 31.8% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 22.7% - 4.5%

運輸業、郵便業 17 17.6% 52.9% 23.5% 29.4% - 5.9% 5.9% 29.4% 5.9% 17.6% 17.6% 5.9% 17.6% 23.5% -

卸売業 61 18.0% 42.6% 31.1% 37.7% 8.2% 11.5% 24.6% 9.8% 9.8% 18.0% 9.8% 14.8% 3.3% 23.0% 3.3%

小売業 227 24.2% 26.0% 25.6% 44.1% 1.8% 13.2% 17.2% 4.0% 5.3% 36.1% 11.9% 11.5% 7.9% 16.3% 7.9%

金融業、保険業 8 37.5% - 12.5% - - - 25.0% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 25.0% 25.0% 25.0% 12.5%

不動産業 31 38.7% 22.6% 29.0% 22.6% 6.5% 9.7% 3.2% 32.3% 6.5% 16.1% 25.8% 12.9% 12.9% 22.6% 3.2%

学術研究、専門・技術サービス業 85 34.1% 32.9% 18.8% 28.2% 10.6% 8.2% 11.8% 23.5% 4.7% 18.8% 9.4% 12.9% 17.6% 21.2% 3.5%

宿泊業、飲食サービス業 134 32.1% 33.6% 32.8% 47.0% 4.5% 12.7% 14.2% 3.7% 6.0% 23.9% 37.3% 15.7% 7.5% 17.2% 8.2%

生活関連サービス業、娯楽業 99 29.3% 33.3% 36.4% 42.4% 9.1% 11.1% 10.1% 7.1% 2.0% 19.2% 6.1% 7.1% 10.1% 20.2% 4.0%

教育、学習支援業 23 30.4% 30.4% 39.1% 30.4% 8.7% 17.4% 4.3% - 8.7% 13.0% 17.4% 4.3% 17.4% - 17.4%

医療、福祉 46 37.0% 54.3% 50.0% 37.0% 2.2% 10.9% 13.0% 2.2% 4.3% 10.9% 6.5% 4.3% 17.4% 6.5% 2.2%

その他サービス業 39 12.8% 43.6% 33.3% 33.3% 7.7% 10.3% 10.3% 20.5% 10.3% 15.4% 12.8% - 12.8% 23.1% -
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(３) 前期計画における施策の振り返り 

① 目標の達成状況 

前期計画の基本方針ごとに掲げている目標値及びこれまでの実績（達成値）は次の

とおりです。 

 

基本方針 目標項目 
目標値(上段)と達成値(下段) 

R1 年度 R2 年度 R3 年度 

１ 

事業発展（経営基盤

強化・成長促進）へ

の支援 

産学官連携による共同開発件数 
34 件[累計] 6 件 6 件 

44 件[累計] 9 件 7 件 

市内ソフト系ＩＴ企業雇用者数 
115 人[累計] 30 人増 30 人増 

344 人[累計] 65 人増 47 人増 

出雲ブランド商品認定数 
30 件[累計] 3 件 3 件 

24 件[累計] 3 件 1 件 

２ 

人材の育成・確保 

ＵＩターン相談件数 
1,000 件 

廃止 
1,101 件 

ＵＩターン就職支援窓口相談者

数 

 500 人 500 人 

 257 人 338 人 

高校卒業予定者の就職率 

県内 85％ 
県内 78％ 

市内 70％ 

県内 78％ 

市内 70％ 

県内 78.4％ 
県内 78.7％ 

市内 63.0％ 

県内 83.0％ 

市内 66.3％ 

職場定着向上研修参加企業の 

満足度 

100％ 
廃止 

86％ 

職場定着向上支援セミナー受講

者数及び実施回数 

 
100 人 

3 回 

100 人 

4 回 

 
50 人 

3 回 

66 人 

3 回 

いずも産業未来博の体験型企画

参加人数 

15,000 人 9,000 人 9,000 人 

27,427 人[累計] 中止 10,500 人 

経営者を対象としたワーク・ラ

イフ・バランス研修実施回数 

6 回 5 回 5 回 

10 回[累計] 4 回 8 回 

３ 

円滑な事業承継支援

と創業支援 

事業承継セミナー参加者数 
170 人 130 人 130 人 

808 人[累計] 34 人 85 人 

創業につながった支援者数 
463 人[累計] 40 人 40 人 

437 人[累計] 51 人 57 人 

※令和 4年度の目標値は、コロナ禍による影響が長期化していることを踏まえ、令和 3年度と同値としています。 

※令和元年度の目標値と達成値のうち [累計]の記載のある項目は、平成 27 年度から令和元年度までの累計値です。 
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② 推進施策の実施状況及び評価 

基本方針１．事業発展（経営基盤強化・成長促進）の支援 

1-1 産学官金連携の推進 

島根大学医学部と市内ものづくり企業等との「やさしい医工連携」のマッチングに

ついては、件数を積み重ね、一部では商品開発につなげました。 

しかし、市が介在しての企業と島根大学他学部や他大学、金融機関とのマッチング

については、行うことができませんでした。産学官金連携は、新産業を創出するうえ

でも重要であり、ＮＰＯ法人ミライビジネスいずもの力を活用して、さらなる産学官

金連携を推進する必要があります。 

1-2 生産性向上に向けたＩＴ化等の推進、設備投資への支援 

令和 2 年度から経営力向上セミナーの開催、経営力向上補助金の交付を通じ、小規

模事業者の業務効率化や販路拡大等を支援し、経営力の向上につなげました。 

令和 4 年度においては、新型コロナウイルス感染症地域経済対策として、中小企業

者等デジタル化促進支援事業（補助金）を実施し、企業の業務効率化や販路拡大等を

支援しました。 

1-3 販路開拓の推進 

中海・宍道湖・大山圏域市長会のビジネスマッチングを通じて、市内中小・小規模

企業の取引拡大や企業間連携につなげました。 

市内で生産・製造、または本市と関連のある、全国、世界に誇れる商品を「出雲ブ

ランド商品」として認定しＰＲすることで、販路の拡大を図るとともに、「出雲」の

認知度やイメージを高めることに努めました。 

令和2年度からインターネット広告を活用し、「出雲ブランド商品」や出雲推奨商品

「おいしい出雲」（令和3年度から）について、全国に向けて事業や商品の情報発信を

行い、制度の認知度向上、販路拡大・販売促進につなげました。 

また、ＮＰＯ法人21世紀出雲産業支援センターによる県外での出雲の特産品フェア

等の開催や全国規模の商談会に出展を通じて、販路拡大の支援や特産品の情報発信に

も努めました。 

1-4 市内中小・小規模企業への金融支援 

島根県小規模企業特別資金及び小規模企業育成資金預託金への預託については、融

資残高を踏まえ、以前より減額して預託しました。新型コロナウイルス感染症拡大の

影響にかかる県特別融資（ゼロゼロ融資）の実施により、大幅売上減の事業者の資金

繰りを支援しました。 

信用保証料補助については、県制度融資等を対象として実施し、企業の資金繰りを

支援しました。  
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1-5 ＩＴ産業の活性化 

小中学生向けのプログラミング教室を島根県や市内ＩＴ企業で構成される「チーム

出雲オープンビジネス協議会」と連携しながら開催し、ＩＴ企業同士の連携促進、将

来のＩＴ人材の育成を図りました。 

また、首都圏ＩＴ技術者を対象とした県主催の転職フェアへの参加、学生を対象と

した市内のＩＴ企業の見学会を開催し、ＩＴ人材の確保につなげました。 

令和 4 年 3 月に、廃校となっていた旧日御碕小学校をリノベーションし、サテライ

トオフィスを整備することで、ＩＴ企業立地促進を図りました。コワーキングスペー

スやイベント等に活用できる多目的ルームも備え、自然豊かなビジネス環境と企業同

士の交流の場の提供を行いました。 

1-6 ものづくり(製造業)企業の支援 

機械、金属加工業者を対象に、技能検定や社内研修の一部を補助する支援を計画し

ましたが、実施事業者が少ないこと、新型コロナウイルス感染症の影響により、技能

検定自体が中止になる等、直接的な支援とはなりませんでした。一方、小中学生向け

に市内金属加工事業者の高い技術力で作った部品を使ったコマづくりの体験教室を開

催し、次世代のものづくり企業を支える人材育成につなげました。 

ＮＰＯ法人ビジネスサポートひかわが主催する「ものづくり実践塾」では、新入社

員向けの基礎コースや技術向上を目指した加工機械を使った実技コース等全11コース

を実施し、地場企業の人材育成に寄与する等、一定以上の成果が上がりました。 

1-7 地域商業の支援 

小売店等持続化支援事業（空き店舗家賃補助）については、平成 30 年度から令和 3

年度までの 4年間で 24件、移動販売・宅配支援事業については、同期間で 5件、商店

街等の環境を整備する商業環境整備事業については、同期間で 3 件を支援し、地域商

業の持続化につなげました。 

1-8 地域内での資金循環の促進 

本市の経済循環の重要性を市民、事業者に知っていただくため、著名な講師を迎え、

講演会を開催しました。令和 4 年度においては、市内公共施設等でのポスター掲示や

イベントでの幟旗の配置を通じて、市内での消費促進を啓発しました。 

1-9 商工団体の支援 

商工団体が実施する市内中小・小規模企業の経営普及改善事業等や、商工団体協議

会（市内商工 4 団体で構成）が実施する事業に支援を行うことで、市内商工業の発展

に寄与しました。 

出雲商工会議所が実施する中心市街地の維持・再生を図る事業（まちゼミ、出雲バ

ル、事務局支援）についても支援を行いました。 
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1-10 関係機関の役割分担と連携強化 

市、商工団体、金融機関、ＮＰＯ法人21世紀出雲産業支援センター、ＮＰＯ法人ビ

ジネスサポートひかわ等の各関係機関がより専門性を発揮できるよう役割分担、連携

強化を図りました。 

新設されるＮＰＯ法人ミライビジネスいずもには、これまでの事業に加え、新たな

業務にも取り組み、今まで以上に本市の中小・小規模企業への支援に向けた役割が期

待されます。 
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基本方針２．人材の育成・確保 

2-1 県外学生・ＵＩターン就職希望者の市内中小・小規模企業への就職支援 

相談件数は年々増加していましたが、令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、対面での相談会中止や窓口での相談対応を縮小したため、件数は減少し

ました。令和 3 年度は、件数も回復傾向にあり、令和 4 年度には東京での相談会を開

催し、ＵＩターン就職希望者への支援に取り組みました。 

平成30年度から広島、令和元年度からは大阪でも学生と若手社員との交流会を開催

し、県外に出た学生の地元就職促進に取り組んでいます。ＵＩターン就職支援窓口に

加えて、令和 4 年度からは、学生就職支援窓口を開設し、学生就職サポーターを配置

する等、学生の就職支援の取り組みを強化しました。 

2-2 市内中小・小規模企業の人材確保支援 

深刻な人手不足に対応するため、平成 30年度から 3年間、出雲地区雇用推進協議会

への負担金を増額し、特に県外に出た若者に対する地元就職促進の情報発信の強化を

図りました。また、令和元年度から外国人住民の就労支援についても取り組んでいま

す。 

これらの取り組みについては、市内中小・小規模企業の人材確保のため、継続して

実施していくべきと考えています。 

2-3 子ども・若者への魅力発信 

「いずも学生登録」登録者数は、年々増加しており、就職イベントへの参加にもつ

ながっています。引き続き、大学進学後の登録ＰＲにも力を入れて取り組んでいきま

す。 

出雲の産業の魅力の情報発信と雇用確保、定住促進を目的とした「いずも産業未来

博」については、令和 2 年を除き毎年度開催しました。80 以上の出展者と 2 日間で

12,000 人を超える市民に来場いただき、地元企業を知り、技術や製品をＰＲする場と

して出展者・来場者の評価が高く有意義なイベントとなりました。 

今後も、必要に応じて内容の見直しを図りながら、継続していくべきであると考え

ています。 

2-4 経営者の意識・行動改革と多様化する働き方への対応 

出雲市内の事業所に対し、ワーク・ライフ・バランス等について考える機会を提供

するため、年平均 4 事業所で出前講座を実施しました。事業所アンケートによると、

人材定着のために今後取り組みたいこととして、ワーク・ライフ・バランスに係る項

目の「休暇制度の充実・徹底（週休2日、長期休暇、介護休暇等）」、「労働時間の見直

し」、「福利厚生の充実」等が複数回答で 2 割を超える結果が出ています。今後も継続

的に啓発機会を確保してもらえるよう、積極的に、企業に対して講座開催の働きかけ

をしていく必要があります。 
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基本方針３．円滑な事業承継支援と創業支援 

3-1 事業承継の支援 

事業承継は、承継者が親族、従業員、第三者とあり、その方法も相続的なものやＭ

＆Ａ等多岐にわたります。実際に事業承継を行うにあたっては、単なる後継者育成に

留まらず、事務、法務、財務等の手続きに時間と労力を要することから、啓発や相談

機関への紹介に力点を置いて事業を行いました。内容としては、商工団体や支援機関

と連携してセミナーを開催するとともに、市ＨＰにおいて相談先の紹介を行いました。 

経営者の高齢化が進んでおり、事業承継の必要性も高まることから、これまでの取

り組みの継続と強化が必要であると考えます。 

3-2 創業者の支援 

「出雲市創業支援事業計画」を策定し、創業希望者への相談体制の構築や各種セミ

ナーを実施しています。5 年間の取り組みとして、創業を考え始めた方を対象とした

「スタートアップセミナー」、創業希望者を対象とした「創業塾」を開催しました。

創業間もない事業者を対象に「ブラッシュアップセミナー」を開催しましたが、その

蓄積や課題を踏まえ、より実践的な創業知識を学ぶことができる「創業実践塾（令和

3 年度～）」へシフトしました。これらのセミナーは、ＮＰＯ法人 21 世紀出雲産業支

援センターと試行錯誤しながら実施し、塾終了後には商工団体や金融機関とも連携し

た個別相談会を実施する等、創業希望者の相談に乗りやすい体制を整えています。結

果として、セミナー参加者から毎年創業者が輩出できており、このことは、支援機関

による伴走の重要性を表しているものと言えます。 

平成 29 年度に実施したビジネスプランコンテストは、平成 30 年度にも計画をしま

したが、開催できませんでした。その後、事業効果が薄いとの判断から、事業を廃止

しました。 

令和 2 年度から実施をしている「女性のための創業セミナー」は、女性創業者の掘

り起こしにつながることから今後も継続して行う必要があると考えます。 

平成 29 年 10 月に、創業や新分野進出を目指す事業者を支援する拠点として、斐川

企業化支援センター内にインキュベーションルームを設置しました。2 つの事業者が

入居し満室となる時期がありましたが、令和 3年 12月末を以って空室となりました。

利用者確保に向けた取り組みを行う一方で、施設の活用の方向や今後の在り方につい

て、検討が必要と考えます。 

3-3 第二創業の推進 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、いくつかの企業においては、国の

事業再構築補助金等を活用して、新分野への進出（第二創業）の動きがあります。市

では、令和 3 年度に中小企業等新事業展開支援事業を実施し、212 社に対し、支援を

行いました。 
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③ 中小・小規模企業振興モデル事業の実施状況及び評価 

現計画では、推進体制における役割として、市内中小・小規模企業、商工団体、Ｎ

ＰＯ、金融機関等が主体となって構成されるワーキンググループを組織し、市内全域

への波及効果を実証するためのモデル事業を実践することになっていましたが、民間

企業主体の事業の応募もいくつかあり、コロナ禍の影響もあって、計画内容から軌道

修正することもありました。 

これまで 4 年間で 9 グループの取り組みを支援しました。企業間の交流の活発化に

より、団体の活動強化と人材育成につながりました。また、団体の自主財源を確保す

るための収益モデルの構築につながったこと等、一定の成果が出ました。 

しかし、事業の進行管理の面で、各グループの事務局機能を委託したＮＰＯ法人 21

世紀出雲産業支援センターも含め、人的負担が大きくなったことや、当初の目的であ

る「市内中小・小規模企業等への横展開」に、なかなかつながっていないという状況

があります。 

また、振興会議においてはモデル事業に関する採択・実証結果の効果検証の議論が

メインとなり、振興計画の進行管理・効果検証に関する議論があまりできなかったこ

と等の課題も残りました。 
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３． 課題の整理  

(１) 外部環境の変化に関する課題 

P6 の調査結果から、新型コロナウイルス感染症や物価の高騰を背景とした「仕入単価の

上昇」や「需要の停滞」、「取引先の減少」等が経営環境の悪化の主な要因となっているこ

とが分かりました。これらの影響に対応する一方で、発展するテクノロジーの変革に適応

していく必要があります。 

① 新型コロナウイルス感染症による影響 

まずは、新型コロナウイルス感染症によって深刻な影響を受けた市内経済の再生が

第一です。 

P35 の分析より、新型コロナウイルス感染症は、特に「宿泊業、飲食サービス業」、

「小売業」、「生活関連サービス業、娯楽業」等の売上に深刻な影響を与えています。 

② 経営資源不足 

為替相場やウクライナ情勢の影響等による市場価格の高騰や、生産年齢人口の減少

等の影響で、従来の市場バランスが大きく崩れ、「ひと」や「もの」が随所で不足す

る事態に陥っています。 

P5 の統計データによると、円安の急激な進行等による原材料費や原油価格の高騰が、

販売価格に転嫁できていない事業所が多くみられます。P35 の分析結果によると、価

格転嫁できないことによる減収・減益は市内の中小・小規模事業所の幅広い業種に及

んでいます。 

市場価格の高騰による影響が比較的小さい業種も、同じく P35 の分析結果にあると

おり「従業員の不足」や「同業他社との競争激化」といった問題を抱えています。 

③ 科学技術の発展による需要の変化 

ＥＶ（電気自動車）化や脱炭素等の新技術開発の潮流へ乗り遅れることのないよう

にする必要があります。科学技術の発展に柔軟に適応していきながら、持続的に発展

可能な本市経済基盤を構築することが必要です。 

 

以上のように早期に対応が必要な課題もある一方で、中長期的、持続的な環境問題への

取り組み、デジタル化の推進等、将来を見据えた変革に取り組むことで、未来に向けて地

域経済の好循環を生み出すことが必要です。市内中小・小規模企業が安心して事業を継続

できるよう、支援を必要としている事業所に手を差し伸べるとともに、経済・社会情勢の

変化に柔軟に適応していくことが必要です。 
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(２) 事業発展に関する課題 

① 積極的な取り組みに対する支援 

P24 の調査結果から、事業に対する今後 5 年程度の方針について、「積極的な設備投

資や出店・事業展開等を行う」や「現在の事業に加え、新たな事業に取り組む」と回

答した事業所が約 2 割強にのぼることが分かりました。こうした意欲のある事業所を

支援するとともに、市内中小・小規模企業が新たな事業に積極的にチャレンジする機

運を高めていくことが必要です。  

新たな事業展開を後押しするために、企業と大学や金融機関等との産学官金連携を

推進していくことも重要です。島根大学医学部との「やさしい医工連携」に加えて、

島根大学他学部や他大学、金融機関との関係を強化していくことが必要です。 

② デジタル化等の経営基盤整備 

ＤＸの推進は、業務効率化等の様々な経営課題の解決につながります。P34 の調査

結果を見ると、デジタル化を推進するための問題点として、「費用対効果が見えにく

いこと」や、「人材の不足」等が挙げられています。一方で、P35 の分析を踏まえると、

デジタル化に取り組みたくても投資できる状況にない事業所も少なくありません。業

種によっては、「どんなことから取り組んでよいか分からない」という事業所も多く、

情報提供や事例紹介等の取り組みも必要です。 

③ 販路開拓の推進 

P27 の調査結果によると、今後強化したい点としては、「市場開拓・販路開拓」が最

も多くなっています。その理由として、一部の業種では、仕入単価の上昇に伴う経費

の増加が営業利益を圧迫し、従来のマーケットで利益を確保し事業を継続していくこ

とが困難になっているためであると考えられます。 

また、「出雲ブランド商品」や「おいしい出雲」のＰＲに引き続き取り組むととも

に、既存の手法にこだわることなく、新技術も活用して、ウィズコロナを意識した新

たな市場や販路の開拓に取り組むことが必要です。 

④ 環境問題への対応 

P28-P29 の調査結果から、環境問題への取り組みに対して、第 1 次産業と第 2 次産

業ではコスト面が、第 3 次産業では明確な行動指針がないことが問題点として挙げら

れていることが分かりました。また、環境問題に対する市内中小・小規模事業所全体

の関心度が低いことも分かりました。金銭面での支援や具体的な行動指針の策定等を

通して、市内中小・小規模企業全体の意識を高めていくことが必要です。 

また、カーボンニュートラルやＳＤＧｓ等への対応をビジネスチャンスと捉え、新

たな事業領域への展開や販路開拓に積極的に取り組んでいくことも必要です。 
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(３) 人材に関する課題 

① 高校生及び市外進学者等への就職支援 

P11 の統計データによると、市内中小・小規模企業の有効求人倍率は近年高い水準

で推移しており、慢性的な人材不足が続いています。これを解決するためには、ＵＩ

ターンの推進が不可欠です。P10 の統計データによると、県内の大学入学者の地元残

留率は 17.4％で、多くが県外転出する傾向にあり、出雲市内においても同様の傾向で

あると考えられます。一方で、県外へ出た人材は多くの知識や経験を得ており、かつ、

出雲の魅力を知る貴重なＵＩターン人材として活躍できる可能性を秘めています。 

市内中小・小規模企業への就職をあっせんする取り組みの継続も必要ですが、就労

希望者の活躍する場をいかにつくり、出雲市での働き方や暮らしに魅力を感じてもら

うことができるかを、市全体で考えていくことが必要です。 

また、次代を担う若者に市内中小・小規模企業の魅力を伝えていくことも重要です。

市内の小中学校や高校と連携した「ふるさと教育」の実施、起業家との交流、地元大

学・企業の見学ツアー開催等、市全体で取り組むことが必要です。 

② 人材確保、育成、定着 

P12 の調査結果から、市内中小・小規模企業の経験者採用とパート・アルバイトの

採用枠は昨年度と比較して大きく狭まっている一方で、情報通信業、建設業、運輸

業・郵便業を中心に、人手不足の状況が続いています。 

P13 の調査結果から、人材の確保・定着が難しくなっている主な理由は、「賃金の低

さ」であることが分かります。人材教育やデジタル化の推進等により、生産性を向上

させて賃金水準を高めていくことが求められます。 

また、人手不足が顕著な業種では、労働環境がよくないことや社内制度が未整備で

あること等、「賃金の低さ」のほかにも様々な問題点がみられます。P14-P18 の調査結

果と統計データによると、男女間の雇用格差の是正や、高齢者や外国人・障がい者の

雇用受入先の確保が課題となっています。 

さらに、副業やテレワーク等の柔軟な働き方に対応している市内中小・小規模企業

はまだ少ないのが現状です。ワーク・ライフ・バランスを維持しながら、こうした多

様な働き方を実現することによって、人材不足の解消につなげていくことが期待され

ます。  

③ 経営者の意識・行動改革 

P30-P31 の調査結果によると、「経営に関する勉強会があれば参加したい」と回答し

た事業所は約 4 割にとどまっています。特に、個人事業主は約 3 割にとどまっており、

従業員規模が小さい事業所ほど、経営改善に向けた取り組みが困難であることがうか

がえます。経営者の学びの場をつくることや勉強会等の取り組みの周知が必要と考え

られます。  
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(４) 事業継続に関する課題 

① 事業承継の支援 

事業承継は、個々の事業者だけの問題ではなく、これまでにそれぞれの事業所が築

き上げてきた技術やノウハウや後世に伝えていくための地域全体の課題です。 

P25 の調査結果によると、事業継続の課題として、「後継者の育成」を挙げる事業者

が最も多く、次いで「取引先との関係維持」を課題として挙げる事業所が多くなって

います。 

人口減少や高齢化が進む中で、後継者の確保や育成を関係者一丸となって取り組み、

また、いかに地域のつながりを次の世代に渡していくかが重要です。 

② 創業支援 

市内中小・小規模企業の創業をさらに促すために、現在実施している創業塾等の取

り組みに加え、創業者の意欲を高めるような事業を展開していくことも必要です。 
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４． 計画の方針と推進施策  

  状況調査の結果等をもとに浮き彫りになった課題に対して、次期振興計画の基本方針を以

下のとおり設定します。 

(１) 基本方針 

市内中小・小規模企業が抱える課題のうち、以下の課題は特に、迅速な解決が求め

られています。 

 

【迅速な解決を目指す課題】 

⚫ 新型コロナウイルス感染症による影響 

⚫ 経営資源不足 

⚫ 科学技術の発展による需要の変化 

 

迅速な対応を目指す課題もある一方で、中長期的な計画を立て、将来にわたり地域

経済の好循環を生み出すことが必要な課題もあります。その前提として、市内中小・

小規模企業は課題について自発的に柔軟に適応する必要があります。 

市及び関連団体は、市内中小・小規模企業の取り組みを後押しし、ともに解決に向

けて取り組むために、早期・短期で解決すべき課題、中長期的に取り組むべき課題、

及び前期計画の施策の継続性等を考慮し、次の 3 つを計画の基本方針として推進施策

を展開します。 

 

 

基本方針１ 「事業発展（経営基盤強化・成長促進）の支援」 

基本方針２ 「人材の育成・確保・定着」 

基本方針３ 「事業承継支援と創業支援」 
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(２) 推進施策と目標数値 

基本方針１ 「事業発展（経営基盤強化・成長促進）の支援」 

【方向性】 

新型コロナウイルス感染症による影響、原油価格や物価の高騰、気候変動、生産年

齢人口の減少等の急激な社会環境変化に対応し、市内中小・小規模企業が多様かつ持

続的な経済活動ができるよう関係機関と連携して支援策に取り組むことで本市経済の

発展を目指します。 

また、デジタル化社会の進展や消費形態・流通システムの変容を見据え、社会全体

の変化に市内中小・小規模企業が対応できるようにすることや、デジタルファースト

やゼロカーボンシティの実現に向けた取り組み等新たな分野にチャレンジする機運を

市全体で高めていくことを目指します。 

 

【推進施策】 

1-1 新型コロナウイルス感染症対策及び物価高騰対策の取り組み 

新型コロナウイルス感染症拡大や物価高騰の状況を注視し、地方創生臨時交付金

等を活用しつつ、必要な対策を行っていきます。 

また、コロナ禍に対応した無利子・無担保融資の返済については、一部の事業者

において返済が困難になり、企業経営に大きな影響を受けるため、返済期限の延長

や借換等の支援策について国や県に対して働きかけます。 

1-2 観光産業の回復 

出雲大社を代表とする観光資源は総合振興計画のキーワードである「出雲力」を

生み出す原動力の一つです。しかしながら、宿泊・飲食サービス業、小売業等に代

表される観光産業は今、新型コロナウイルスによる需要の低迷の影響を強く受けて

います。観光産業の回復に向けて以下の項目に取り組みます。 

(1) 関係機関と連携したイベントの実施や観光資源のＰＲ等、出雲独自の観光地域

づくりへの取り組みを強化します。 

(2) 出雲ならではの魅力を活かした周遊・滞在型観光やインバウンド観光の誘客支

援に取り組みます。 

(3) 高付加価値化を目指した旅行プランの需要拡大に向け、ＰＲや地域づくりに取

り組みます。 

1-3 生産性向上に向けたデジタル化等の推進、設備投資への支援 

多くの市内中小・小規模企業がデジタル化に前向きに取り組めるような支援を行

います。また、各業種において、生産性を向上させ競争力を高めるため、国事業等

の有効活用や情報提供等により、ＩＴ化や先端設備等を導入する市内中小・小規模

企業への支援に取り組みます。 
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1-4 ＩＴ産業の活性化 

(1) 市内ＩＴ企業と他業種企業との連携によるビジネスチャンスの創出を支援しま

す。 

(2) グローバルに活躍する技術者と市内ＩＴ企業との交流、若年層を対象としたＩ

Ｔセミナー、子どもを対象とするプログラミング教室等を開催し、ＩＴ企業の

成長に欠かせない人材の育成・確保を図ります。 

1-5 積極的にチャレンジする企業を応援 

ＳＤＧｓやデジタルファースト、ゼロカーボンシティの実現に向けた取り組み等

をビジネスチャンスと捉え、新規事業や事業転換、事業拡大等の積極的な取り組み

にチャレンジする市内中小・小規模企業を応援するための支援を行います。 

1-6 販路開拓の推進 

(1) 中海・宍道湖・大山圏域内の商談会・展示会により、ビジネスマッチングの機

会を設け、圏域内外の企業との取引拡大や企業間連携強化を図ります。 

(2) 出雲の知名度を活かした、「出雲ブランド商品」や出雲推奨商品「おいしい出雲」

の認定制度を活用し、市内製造商品の販売促進を支援します。 

(3) 県外での展示会への出展や、出雲の特産品フェアの開催等を通して、販路拡大

の支援や特産品の情報発信を行います。 

(4) デジタルツールを活用し、既存の手法にこだわることなく、外部専門家や新技

術も活用して、ウィズコロナを意識した新たな市場や全世界的な販路開拓を検

討します。 

1-7 市内中小・小規模企業への金融支援 

(1) 県の小規模事業者向け融資の資金を市が金融機関へ預託し、市内中小・小規模

企業の資金需要に対応した資金調達を支援します。 

(2) 県制度融資を利用する際の信用保証料の一部補助を行い、市内中小・小規模企

業の負担軽減を図ります。 

1-8 ものづくり（製造業）への支援 

(1) 機械金属加工を中心とする付加価値の高い「ものづくり」を目指し、高い技術

を有する人材の育成と企業連携の強化により、取引拡大や新製品開発を促進し

ます。 

(2) 小学生・中学生向けのものづくり体験教室の開催等を通じて、ものづくりに関

心を持つ次世代の人材育成につなげます。 

1-9 地域商業の支援 

商店街等商業集積地の衰退を防ぐため、空き店舗を活用する事業者の家賃等の経

費負担を軽減することや商業環境整備を支援することで、地域商業の持続化を図り

ます。 

また、中山間地域等において、地元での買い物に不便を感じる方の助けとなる、

移動販売車事業等への支援を行います。 
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1-10 地域内での経済循環の促進 

商工団体等と連携し、地産地消、市民の地元消費、市内事業者間での取引の推進

等、市内での経済循環を促進するための啓発・ＰＲに取り組みます。 

1-11 商工団体の支援 

市内中小・小規模企業の経営普及改善事業等、重要な役割を担う商工団体の運営

経費を補助し、商工団体が実施する商工業の発展に資する事業を支援します。 

1-12 関係機関の役割分担と連携強化 

市内中小・小規模企業への支援の実効性を高めるため、市、商工団体、金融機関、

ＮＰＯ法人ミライビジネスいずも等の各関係機関がより専門性を発揮できるよう役

割分担するとともに、連携強化を図ります。 

1-13 産学官金連携の推進 

マッチングのための相談会など、これまで取り組んできた島根大学医学部との

「やさしい医工連携」に加え、島根大学他学部や他大学との新たな産学官金（企

業・大学・行政・金融機関）連携により、新商品・新サービスの開発を促進します。 

 

【目標数値】 

目標項目 現状値（R3 年度） 
令和 9 年度（2027） 

目標値 
関連施策 

観光入込客数 
1,162 万人/年 

(H30) 
1,250 万人/年 1-2 

観光消費額 37,113 百万円 58,028 百万円 1-2 

出雲ブランド商品認定数 

[累計] 
26 商品 39 商品 1-2、1-6 

ビジネスマッチングによる 

商談成約件数[累計] 
41 件 345 件 

1-2、1-4、 

1-6、1-10 

IT 企業従業者数 456 人 570 人 1-3、1-4、1-5 

「おいしい出雲」認定数 

[累計] 

133 商品 

(R4) 
168 商品 1-6 

出雲市地域商業等支援事業

費補助金 確定数 

5 件/年 

(H29～R3 平均) 

6 件/年 

(R5～R9 平均) 
1-9、1-10 

産学官連携マッチング支援

（事業化）件数[累計] 

3 件 

(R2、R3) 
27 件 1-13 
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基本方針２ 「人材の育成・確保・定着」 

【方向性】 

生産年齢人口の減少が進む中、市内中小・小規模企業の人材不足解消は喫緊の課題

です。人材の確保については、県外で多くの知識や経験を得ている県外進学者を対象

に、出雲地区雇用推進協議会を中心にＵＩターン就職を推進するとともに、地元愛を

強く持つ地元高校生・地元大学生等の市内中小・小規模企業への就職者を増やすため

の取り組みを進めます。 

あわせて、市内中小・小規模企業が企業見学や職業体験を通して自社の強みや魅力

を発信することで、市内外へのＰＲや子どもたちへの職業観の育成を行い、中長期的

に人材不足を解消することを目指します。 

また、テレワークや短時間労働等働き方の多様性や、外国人や障がい者の就労等働

く人の多様性への関心が社会の中で高まっています。こうした中で、それぞれを理解

することの必要性を企業の経営者を中心に啓発し、誰もが活躍しやすい環境づくりを

自発的に行う機運を高めることを目指します。 

【推進施策】 

2-1 市内中小・小規模企業の人材確保支援 

市内中小・小規模企業の人材不足に対応するため、出雲地区雇用推進協議会の取

り組みを強化し、高校生の企業見学、企業訪問ツアー、学校と求人企業の情報交換、

職場定着セミナー等を実施します。 

また、出雲地区雇用推進協議会の会員拡大にも積極的に取り組みます。 

副業や兼業人材の需要に対しては、島根県の人材確保事業等につなげる取り組み

を行います。 

2-2 県外学生・ＵＩターン就職希望者の市内中小・小規模企業への就職支援 

(1) ＵＩターン就職支援窓口に加え、学生就職支援窓口を設置し、ＵＩターン学生

の就職希望者への情報提供、就職相談、就職後のフォローアップを行う等、市

内中小・小規模企業への就職を支援します。 

(2) 県外在学の学生と若手社員との交流会や学生、ＵＩターン就職希望者を対象と

した企業説明会を県外、市内で開催します。 

(3) 公益財団法人ふるさと島根定住財団や認定ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援セン

ターとの連携による就職支援の取り組みを積極的に行います。 

(4) 進学の選択肢を増やすため、高等教育機関の誘致を目指します。 
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2-3 子ども・若者への魅力発信 

(1) 教育機関と連携し、ふるさと・キャリア教育の取り組みの一つとして、小・中

学生を対象に企業見学や職場体験の場を設け、働くことについて学ぶ機会を提

供するとともに市内中小・小規模企業の魅力、ふるさと出雲で働くことの意義

を伝えます。 

(2) 高校生や保護者等を対象に、出雲の魅力や出雲での就職をＰＲし、市内中小・

小規模企業への就職を促進します。 

(3) 子どもや若者が、出雲の産業の魅力を「見て」「触って」「体感する」場である

「いずも産業未来博」の内容の充実を図り、出雲の産業と市内中小・小規模企

業への関心や理解を深める取り組みを行います。 

2-4 働き方の多様化への啓発実施 

多様な働き方について、誰もが活躍できる職場環境、制度づくりを進めます。そ

のために、以下の施策に取り組みます。特に、外国人の割合が比較的高いことが特

徴である本市では、外国人労働者との良好な関係性を築き、共生・共働を推進する

ことが肝要です。 

(1) 外国人労働者を受入れ多文化共生を推進します。 

(2) ワーク・ライフ・バランスを推進しながら、短時間勤務やテレワーク等の多様

な働き方の普及に取り組みます。 

(3) 男女共同参画の啓発に取り組みます。 

(4) 若年者の離職防止に向けた啓発に取り組みます。 

(5) 高齢者や障がい者の雇用等の啓発に取り組みます。 

【目標数値】 

目標項目 現状値（R3 年度） 
令和 9 年度（2027） 

目標値 
関連施策 

技能検定合格者数 44 人/年 50 人/年 2-1 

学生・ＵＩターン就職支援窓口

相談者のうち市内就職者数 
31 人/年 62 人/年 2-2 

①企業との交流会参加学生数 

②いずも学生登録登録者数 
①－人/年 ②304 人 ①80 人/年 ②1,230 人 2-2 

「いずもな暮らし」及び

「IZUMOZINE」 ホームページ 

コンテンツアクセス件数 

33.3 万件/年 38.8 万件/年 2-1、2-2、2-3 

就職希望の市内高校新卒者の

市内就職率 
66.3％ 70％ 2-3 

いずも産業未来博の体験型企

画参加人数 

11,500 人 

(R4) 
12,000 人 2-3 

職場定着向上支援セミナー受

講者数 
66 人/年 100 人/年 2-1、2-3、2-4 

ワーク・ライフ・バランス研修実

施事業所数 

3 事業所/年 

(～R2 の平均) 

5 事業所/年 

(R5～R9 平均) 
2-4 

イクボス宣言登録企業数 

[累計] 

3 事業所 

（R5.1 月） 
50 事業所 2-4 
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基本方針３ 「事業承継支援と創業支援」 

【方向性】 

経営者の高齢化や後継者不在等による事業廃止は、その企業だけの問題ではなく、

優れた技術やノウハウ、販路、雇用の喪失につながり本市経済にとって大きな損失と

なります。 

島根県事業承継・引継ぎ支援センターや金融機関等の専門機関と連携し、親族や社

員への承継のほか、Ｍ＆Ａ(企業の合併・買収)、事業譲渡あるいはＵＩターン者との

マッチング、第三者への引継ぎ等、事業承継の方法を模索しながら、商工団体等とと

もに市内中小・小規模企業の経営資源を次代に受け継ぐ円滑な事業承継の環境づくり

を目指します。 

創業者には、本市経済の新たな活力になることが期待されます。市は、既存の市内

中小・小規模企業のみならず、創業者への開業の準備や経営の安定化等に対する支援

によって、本市経済の活力となるよう持続・成長を促すことを目指します。 

【推進施策】 

3-1 事業承継の支援 

円滑な事業承継の促進や事業承継後の経営持続化、経営基盤強化を図るため、出

雲市事業承継推進協議会による情報交換や島根県事業承継・引継ぎ支援センターと

連携した相談体制の構築、講演会、情報発信等を通じた支援を行います。 

3-2 創業支援 

(1) 創業希望者を対象に、創業の準備段階から事業化までの各段階で創業セミナー

を開催します。 

(2) 斐川企業化支援センター内に設置しているインキュベーションルームを活用し、

創業時の経費負担軽減を図ります。 

 

【目標数値】 

目標項目 現状値（R3 年度） 
令和 9 年度（2027） 

目標値 
関連施策 

事業承継計画策定数[累計] 
50 件 

(R2、R3) 
200 件 3-1 

創業件数[累計] 108 件 320 件 3-2 
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５． 計画の推進体制と進行管理 

(１) 計画の推進体制 

本計画を実効性のあるものとするためには、市が中心となり関係団体等と積極的な連携

を図り、本計画に即した推進・支援施策を実施する体制を維持することが必要です。一方、

市内中小・小規模企業は推進・支援施策を活用しながらも、自助努力により経営課題を解

決する姿勢が求められます。 

本計画は、市が中心となり、商工団体、教育機関、金融機関等の連携による下図の体制

により推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政機関 

出雲市地場中小企業・小規模企業振興会議 

商工支援団体 
(商工会議所・商工会・NPO 等) 

金融機関 

教育機関 

市内中小・小規模企業 

連携による 
推進・支援 

施策 

出雲市 

意見聴取 施策への 
提言・ 
効果検証 
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(２) 関係団体等の役割 

① 市の役割 

市は、本計画に位置づけられた施策を着実に実施するため、必要な制度の整備や予

算措置を行うとともに、市内中小・小規模企業、商工団体、金融機関、教育機関、市

民、国、県、その他の関係機関と連携・協力して各施策を推進する役割を担います。 

 

② 市内中小・小規模企業の役割 

市内中小・小規模企業振興の着実な推進には、市内中小・小規模企業が主体となっ

て取り組むことが必要不可欠です。市内中小・小規模企業には、刻々と変化する経営

環境に対し、経営者自らの意識・行動の変革と不断の経営努力を重ね、自立経営を目

指すことが求められています。 

そして、経営者は、地域を支え会社を支えているのは、社員・従業員の存在である

ことを認識し、自社の利益追求のみにとどまらず、社員やその家族の幸せと、地域社

会の持続的な発展をも目指す努力が求められます。その実現に向けて、市、商工団体、

金融機関、教育機関等がしっかりと連携し事業活動することが望まれます。 

 

③ 企業支援団体の役割 

ア. 商工団体(商工会議所、商工会) 

個々の市内中小・小規模企業の最も身近な経営相談窓口、経営支援機関として大き

な役割を担い、市内中小・小規模企業の自主努力及び創意工夫による取り組みを財務、

税務、労務、創業・事業承継等の側面から支援していくとともに、本計画の推進や支

援団体間の連携、協力を一層強化し本市経済を振興していく役割が期待されます。 

イ. 支援団体(ＮＰＯ法人や出雲地区雇用推進協議会) 

ＮＰＯ法人は、個々の企業の成長に欠かせない、人材育成、企業間交流・マッチン

グ、販路拡大等、ビジネス拡大を支援するとともに、本計画の推進や支援団体間の連

携、協力を一層強化し本市経済を振興していく役割が期待されます。 

出雲地区雇用推進協議会は、出雲公共職業安定所（ハローワーク出雲）と緊密な連

携のもと、様々な活動を通じて若者の雇用対策、定住対策に取り組むことにより、市

内企業の人材確保に対応していくことが期待されます。 

 

④ 金融機関の役割 

金融機関は、円滑な資金の供給や経営相談等による市内中小・小規模企業への支援

のほか、独自のネットワークを大いに活用した取引企業の紹介やマッチング、販路開

拓支援等により、市内中小・小規模企業の成長・発展への貢献が期待されます。また、

これらの取り組みは商工団体と連携し、強力な支援体制を実現することが望まれます。 
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⑤ 教育機関の役割 

教育委員会や学校は、次世代を担う人材を育てるうえで重要な役割を果たすことを

認識し、市内中小・小規模企業と連携し、職場体験やインターンシップ等を通じ、児

童・生徒の職業観・勤労観や市内中小・小規模企業への理解を深めることが期待され

ます。 

 

⑥ 大企業の役割 

大企業は、市内中小・小規模企業と同様に地域社会の一員として社会的責任があり

ます。 

また、自社の発展によって雇用の維持・拡大を図るとともに、市内中小・小規模企

業により生産、製造される製品、物品の消費やサービスの利用等の協力や連携により、

本市経済の発展に貢献することが期待されます。 

 

⑦ 島根県の役割 

県は、新型コロナウイルス感染症対策や円高、原油高による仕入単価への影響を抑

制するための緩和策等、外部要因による市内中小・小規模企業への影響を緩和するた

めの施策を展開することが望まれます。 

また、島根創生の推進に向け、地域産業づくりや人材確保・育成について、観光振

興や地域資源の活用、企業立地等それぞれの分野についてポイントとなる事業を充実

強化していくことが期待されます。 

 

⑧ 市民の役割 

市民は、本市経済の発展や市民生活に不可欠な市内中小・小規模企業の役割を理解

し、市内中小・小規模企業の製品の利用や商品・サービスの購入を通して、地域経済

の活性化に協力することが期待されます。 
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(３) 進行管理 

  ４．計画の方針と推進施策で掲げた各推進施策については、出雲市地場中小企業・小

規模企業振興会議において、ＰＤＣＡサイクルにより市の施策を振り返ります。 

施策の進捗確認や施策に対する意見の提言、期末時には各基本方針の目標数値の達成

状況を評価し、その効果検証を行います。市は、会議の提言や評価を受け、施策を改善

し実施します。 

  本計画は 5 年ごとに見直すこととし、市内中小・小規模企業の現状や国等の中小企業

振興の方向性を踏まえた形で、再度計画の立案を行います。 
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（用語集） 

用語 意味 

イクボス 「育児」と「ボス（上司）」を組み合わせた造語。部下や同僚の育児・

介護等に理解のある上司のこと。また、それを上司自らが宣言する

ことを「イクボス宣言」という。出雲市においては企業や事業所によ

る「イクボス宣言企業登録」を実施している。 

出雲地区雇用推進協議会 市内産業の振興・発展に寄与することを目的に、昭和 44 年(1969)

に設立された、市内企業と市、商工団体で構成される協議会。出雲

公共職業安定所と連携し、合同企業ガイダンスや学校と求人企業

との情報交換会等の活動を通じて、若者の雇用対策、定住対策に

取り組んでいる。 

会員数 243 社：令和 4 年(2022)11 月 11 日時点 ※商工団体含む 

出雲市事業承継推進協議

会 

中小企業・小規模企業の円滑な事業承継を促進し、 承継後の経

営基盤の強化、経営持続化を図ることを目的として、平成 29 年

(2017)8 月に設立された、商工支援団体、金融機関、県、市等で構

成される協議会。関係支援機関が連携し、事業承継対策及び後継

者育成策に向けた意見交換及び情報交換を行っている。 

インキュベーションルーム 起業家の育成や、新しいビジネスを支援する施設。 
 

参考：独立行政法人 中小企業基盤整備機構ＷＥＢサイト 

https://www.smrj.go.jp/venture/incubation/index.html 

 

インバウンド観光 外から入ってくる旅行、一般的に訪日外国人旅行を指す。 
 

参考：農林水産省『飲食事業者のためのインバウンド対応ガイドブック 2017』 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/attach/pdf/inbound29-1.pdf 

 

ウィズコロナ 新型コロナウイルスとの併存のこと。 
 

参考：内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室 

『With コロナに向けた政策の考え方』 

https://corona.go.jp/withcorona/pdf/withcorona_policy_20220908.pdf 

 

カーボンニュートラル 温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。 
 

参考：環境省ＷＥＢサイト

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/about/ 

 

技能検定合格者数【目標

数値】 

島根県において実施されている、ものづくりに関わる下記の 12 職

種 31検定種のうち、出雲市内の事業所に在籍する合格者を集計し

たもの。 

 

［検定種］金属溶解、鋳造、金属熱処理、粉末冶金、機械加工、放

電加工、金型製作、金属プレス加工、鉄工、工場板金、めっき、ア

ルミニウム陽極酸化処理、溶射、金属ばね製造、仕上げ、切削工

具研削、ダイカスト、金属材料試験、機械検査、機械保全、産業車

両整備、鉄道車両製造・整備、内燃機関組立、空気圧装置組立、

油圧装置調整、縫製機械整備、建設機械整備、農業機械整備、テ

クニカルイラストレーション、機器・プラント製図 

コワーキング 働く個人がある場所に集い、コミュニケーションを通じて情報や知恵

を共有し、状況に応じて協同しながら価値を創出していく働き方。 
 

参考：国土交通白書 2015 第 2 章 第 1 節 コラム『コワーキングという働き方』 

https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h26/hakusho/h27/html/n1212c40.html 
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用語 意味 

サテライトオフィス 企業または団体の本拠から離れた所に設置されたオフィスのこと。 
 

参考：総務省 おためしサテライトオフィスＷＥＢサイト 

https://www.soumu.go.jp/satellite-office/ 

 

周遊型観光 複数の観光地を移動し宿泊地を変えて行く旅行形態。 
 

参考：ＪＴＢ総合研究所 ＷＥＢサイト 

https://www.tourism.jp/tourism-database/glossary/staying-tour/ 

 

ゼロカーボンシティ ２０５０年にＣＯ２（二酸化炭素）を実質ゼロにすることを目指す旨を

首長自らが、または地方自治体として公表した地方自治体。 
 

参考：環境省 『2050 年 ゼロカーボンシティの表明について』 

https://www.env.go.jp/content/000067291.pdf 

 

滞在型観光 1 箇所に滞在し静養や体験型を始めとしたレジャーを楽しむこと。 
 

参考：ＪＴＢ総合研究所 ＷＥＢサイト 

https://www.tourism.jp/tourism-database/glossary/staying-tour/ 

第二創業 個人事業主、会社又は特定非営利活動法人であって、公募開始日

の前後 6ヶ月以内かつ補助事業完了日までの間に事業承継を行っ

た者又は行う予定の者。また、公募開始日から補助事業期間完了

日までに既存事業以外の新事業を開始すること。 
 

参考：中小企業庁 ＷＥＢサイト 

https://www.chusho.meti.go.jp/index.html 

 

脱炭素 地球温暖化の原因となる二酸化炭素などの排出量をゼロにするこ

と。 
 

参考：デジタル大辞泉（小学館） 

https://daijisen.jp/digital/ 

 

テレワーク 「 情 報 通 信 技 術 （ ICT ＝ Information and Communication 

Technology）を活用した時間や場所を有効に活用できる柔軟な働

き方」のこと。Tele（離れて）と Work（仕事）を組み合わせた造語で、

本拠地のオフィスから離れた場所で、ICT を使って仕事をすること。 
 

参考：厚生労働省 総務省 テレワーク総合ポータルサイト 

https://telework.mhlw.go.jp/ 

 

パブリックコメント 政省令等の設定または改廃等にあたり、案を公表し、この案に対し

て市民から提出された意見・情報を考慮して意思決定を行う手続。 
 

参考：国土交通省 ＷＥＢサイト 

https://www.mlit.go.jp/appli/file000006.html 

 

斐川企業化支援センター 生産の合理化・市場調査・商品開発及び販売促進や企業の人材育

成研修等、地場企業等の成長支援を図るための施設として平成 13

年度(2001)に整備。研修室や交流スペースを備え、企業交流の場

や企業研修の場として活用されている。 

副業 収入を得るために携わる本業以外の仕事。 
 

参考：中小企業庁 兼業・副業を通じた創業・新事業創出に関する調査事業 研究会提

言 

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/hukugyo/2017/170330hukugyo

teigen.pdf 
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用語 意味 

ふるさと教育 幼児児童生徒が郷土の自然や人間、社会、文化、産業等と触れ合

う機会を充実させ、そこで得た感動体験を重視することによって、 

 （1）ふるさとのよさの発見 

 （2）ふるさとへの愛着心の醸成 

 （3）ふるさとに生きる意欲の喚起 

を目指すもの。 
 

参考：文部科学省 学校教育共通実践課題 ふるさと教育の推進 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles

/afieldfile/2010/10/07/1298232_07.pdf 

 

リノベーション 刷新、改善、修理、修復を意味する。特に近年では、増築・改築や

建物の用途変更など、資産価値を高めるための大規模な建築物の

改造をさす。 
 

参考：デジタル大辞泉（小学館） 

https://daijisen.jp/digital/ 

 

ＢＣＰ（事業継続計画） 企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場

合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事

業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべ

き活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り

決めておく計画のこと。 
 

参考：中小企業庁ＷＥＢサイト 

https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/contents/level_c/bcpgl_01_1.html 

 

ＤＸ デジタル・トランスフォーメーションの略。デジタル化により社会や生

活の形・スタイルが変わること。 
 

参考：経済産業省 中小企業庁 ミラサポｐｌｕｓ 

https://mirasapo-plus.go.jp/ 

 

ＥＶ Electric Vehicle の略で、日本語では電気自動車と言う。 
 

参考：経済産業省 ＷＥＢサイト 

https://www.meti.go.jp/policy/automobile/evphv/what/index.html 

 

Ｍ＆Ａ 『Mergers（合併）and Acquisitions（買収）』の略。 

企業の合併買収のことで、2 つ以上の会社が一つになったり（合

併）、ある会社が他の会社を買ったりすること（買収）。 
 

参考：日本Ｍ＆ＡセンターＷＥＢサイト 

https://www.nihon-ma.co.jp/service/aboutma/ 

 

ＮＰＯ法人 21 世紀出雲産

業支援センター 

産学官のネットワークを活かし、市内企業の事業活動支援をはじ

め、企業間マッチングや販路拡大への支援等、地域の産業振興を

目的とする総合支援の窓口として、平成 16 年(2004)9 月に設立さ

れた特定非営利活動法人。 

ＮＰＯ法人ビジネスサポー

トひかわ 

斐川企業化支援センターの指定管理業務のほか、地域産業の活

性化をめざし、地場企業に対して経営セミナーや各種講演会、異業

種交流会の開催、ものづくり支援事業等の活動を行う団体として、

平成 14 年(2002)7 月に設立された特定非営利活動法人。 

ＮＰＯ法人ミライビジネス

いずも 

令和 5 年 4 月にＮＰＯ法人 21 世紀出雲産業支援センターとＮＰＯ

法人ビジネスサポートひかわが合併して設立される新しいＮＰＯ法

人 
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用語 意味 

ＳＤＧｓ 持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）の略で、

2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、

2015 年 9 月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された、2030 年ま

でに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標のこと。17 のゴー

ル・169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない

（leave no one behind）」ことを誓っている。 
 

参考：外務省 ＷＥＢサイト 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html 
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1. 出雲市地場中小企業・小規模企業振興基本条例 

(平成 29 年出雲市条例第 26 号) 
 

 前文 

 神話の国・出雲は、肥沃な出雲平野と豊かな幸をもたらす海、湖、山々を有

し、いにしえより経済活動が盛んに行われてきた地であり、出雲大社をはじめ荒

神谷遺跡など今も数多く残る歴史的文化遺産が、神話とともに往時の繁栄をしの

ばせている。 

 平成の大合併により、古くから同じ文化・経済圏を形成してきた地域が一体と

なった出雲市は、農林水産業、商工業など各産業がバランス良く調和した県内第

二位の人口規模のまちとして成長し、近年は、中国横断自動車道尾道松江線の全

線開通や航空路線の拡充などにより、社会資本整備が一層強化されつつある。 

 こうした中、誘致された先端産業及び市内の大多数を占める地場中小企業・小

規模企業が地域経済を支え、雇用や賑わいを創出し、市民生活の向上に寄与し、

山陰の商工業の集積地として中心的な地域となっている。 

 しかし、近年、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少、経済社会生活圏の広域

化等により、地場中小企業・小規模企業の経営環境は厳しさを増している。 

 地場中小企業・小規模企業自らが経営の改善・向上に努めるだけでなく、地域

社会全体で協働してその振興に取り組まなければ、地場中小企業・小規模企業、

ひいては地域社会の衰退を招くことが危惧される。 

 このような認識の下、地場中小企業・小規模企業による技術革新と地域資源を

活用した新たな分野への挑戦を地域社会全体で支援し、雇用の拡大と定住人口の

維持を図るとともに、将来にわたり、地域に対する誇りを継承し、持続可能な地

域社会を実現することを目指し、この条例を制定する。 

(目的) 

第 1 条 この条例は、持続的な地場中小企業・小規模企業の振興について基本事項

を定めるとともに、市の責務等を明確にすることにより、地場中小企業・小規模

企業に関する施策を総合的に推進し、もって地域経済の発展及び雇用の創出を図

り、市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 地場中小企業・小規模企業 中小企業基本法(昭和 38 年法律第 154 号)第 2 条

第 1項に規定する中小企業者及び同条第 5項に規定する小規模企業者で、市内に

事務所又は事業所を有するものをいう。 

(2) 中小企業・小規模企業支援団体 商工会議所、商工会その他の地場中小企業・

小規模企業の支援を行う団体であって、市内に事務所又は事業所を有するもの及

び市長が特に認めるものをいう。 

(3) 大企業 地場中小企業・小規模企業以外の事業者で、市内に事務所又は事業所

を有するものをいう。 
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(4) 金融機関等 銀行、信用金庫その他の金融業を行う者及び信用保証協会をい

う。 

(5) 教育機関 学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 1 条に規定する学校その他職

業に必要な能力を育成することを目的とする機関をいう。 

(基本理念) 

第 3 条 地場中小企業・小規模企業の振興における市、地場中小企業・小規模企

業、中小企業・小規模企業支援団体、大企業、金融機関等及び教育機関並びに市

民で共有する基本理念は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 地場中小企業・小規模企業が地域経済の発展を支え、雇用の場を創出するとと

もに、市民生活の向上に寄与するものであることを認識し、その振興に協働して

取り組むこと。 

(2) 地場中小企業・小規模企業の自主的な経営の改善・向上の努力及び創意工夫を

尊重すること。 

(3) 本市の有する優れた産業基盤及び特色ある地域資源を十分に活用するととも

に、豊かな自然環境に配慮すること。 

(4) 優れた人材の育成及び雇用の確保を推進すること。 

(5) 本市の貴重な歴史、伝統及び芸術文化を尊重すること。 

(基本方針) 

第 4 条 市は、次に掲げる基本方針に基づき、地場中小企業・小規模企業の振興に

関する施策を講ずるものとする。 

(1) 円滑な事業承継、創業及び新たな事業活動の推進を図ること。 

(2) 経営の革新及び経営基盤の強化を図ること。 

(3) 産学官連携等による地域資源を活用した新商品の開発並びに新技術の導入及び

促進を図ること。 

(4) 教育機関等と連携し、事業活動を担う人材の育成及び確保を図ること。 

(5) 生きがいを持って働き、安心して子どもを産み育てることができる雇用環境の

整備を推進すること。 

(6) 農商工連携による 6次産業化(1 次産業としての農林漁業と、2次産業としての

製造業、3次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、地

域資源を活用した新たな付加価値を生み出すことをいう。)の推進及び新産業分野

への参入企業の支援を行うこと。 

(7) 中小企業・小規模企業支援団体と連携し、製品、サービス、技術等に関する情

報発信を行うこと。 

(市の責務) 

第 5 条 市は、地場中小企業・小規模企業の振興に関する総合的な計画を策定し、

施策を推進するものとする。この場合において、市は、必要に応じて国、関係地

方公共団体、地場中小企業・小規模企業、中小企業・小規模企業支援団体、大企

業及び金融機関等(以下「関係機関」という。)並びに市民と協力して、効果的に

実施するよう努めるものとする。 
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2 市は、工事の発注並びに物品及び役務の調達に当たっては、地場中小企業・小規

模企業の受注機会の確保に努めるものとする。 

(地場中小企業・小規模企業の役割) 

第 6 条 地場中小企業・小規模企業は、基本理念に基づき、経済的及び社会的環境

の変化に対応した経営基盤の強化、人材の育成及び雇用機会の確保並びに雇用環

境の改善・向上に努めるものとする。 

2 地場中小企業・小規模企業は、地域社会の一員として、地域活動に積極的に取り

組み、自然環境との調和に配慮した活動を行うものとする。 

3 地場中小企業・小規模企業は、市が実施する施策に協力するよう努めるものとす

る。 

4 地場中小企業・小規模企業は、豊かな地域資源を活用し、地域で生産・製造・加

工された産品を有効に活用するよう努めるものとする。 

5 地場中小企業・小規模企業は、教育機関と連携し、児童・生徒の職場体験及び大

学等のインターンシップの機会等を提供するよう努めるものとする。 

(中小企業・小規模企業支援団体の役割) 

第 7 条 中小企業・小規模企業支援団体は、基本理念に基づき、地場中小企業・小

規模企業の実態を把握し、その経営の安定及び向上のために積極的かつ効果的な

支援を行うとともに、市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。 

2 中小企業・小規模企業支援団体は、地場中小企業・小規模企業及び新たに地場中

小企業・小規模企業になろうとする者に対し、適切な助言及び積極的な情報提供

を行うよう努めるものとする。 

(大企業の役割) 

第 8 条 大企業は、地場中小企業・小規模企業とともに、地域社会の発展に極めて

重要な役割を担っていることを認識し、市が実施する地場中小企業・小規模企業

の振興施策に協力するよう努めるものとする。 

(市民の理解と協力) 

第 9 条 市民は、基本理念に基づき、地場中小企業・小規模企業の振興が地域経済

の発展並びに市民生活の安定及び向上に寄与することを理解し、その振興に協力

するよう努めるものとする。 

(財政上の措置) 

第 10 条 市は、地場中小企業・小規模企業の振興に関する施策を実施するため、必

要な財源の確保を図り、財政上及び税制上の措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

(会議の設置等) 

第 11 条 市は、地場中小企業・小規模企業の振興に関する施策を推進するに当たっ

ては、関係機関その他市長が必要と認めるものの意見を十分に聴くものとする。 

2 市は、地場中小企業・小規模企業の振興に関する施策の実施状況について、関係

機関その他市長が必要と認めるものの意見を聴いた上で検証し、より効果的な施

策の実施に努めるものとする。 
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3 市は、必要に応じて地場中小企業・小規模企業の振興に関する会議を開催し、前

2項の意見を聴くとともに、施策を推進するに当たり必要な措置を講ずるものとす

る。 

4 前項の会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

(委任) 

第 12 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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２．出雲市地場中小企業・小規模企業振興会議設置要綱 

(平成 29 年出雲市告示第 270 号) 

改正 平成 29 年 6月 20 日告示第 320 号 令和元年 7月 30 日告示第 86 号 

令和 3 年 7 月 30 日告示第 442 号 令和 3 年 7 月 26 日告示第 473 号 

令和 5 年○月○日告示第○号  
 

(設置) 

第 1 条 出雲市地場中小企業・小規模企業振興基本条例(平成 29 年出雲市条例第 26

号。以下「条例」という。)第 1条に規定する目的を達成するため、条例第 11 条

第 3項の規定に基づき、出雲市地場中小企業・小規模企業振興会議(以下「振興会

議」という。)を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 振興会議は、条例第 4条に規定する基本方針に基づく施策及び条例第 5条

第 1項に規定する総合的な計画について、次に掲げる事項の協議及び意見交換を

行う。 

(1) 地場中小企業・小規模企業の現状及び課題の把握に関すること。 

(2) 市が策定する地場中小企業・小規模企業の持続的な振興に係る計画に関する

こと。 

(3) 地場中小企業・小規模企業の持続的な振興に資する具体的な支援施策に関す

ること。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、地場中小企業・小規模企業の支援に関するこ

と。 

(組織) 

第 3 条 振興会議は、委員 25 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 識見を有する者 

(2) 地場中小企業・小規模企業の経営者 

(3) 金融機関等の代表者 

(4) 中小企業・小規模企業支援団体の代表者 

(5) 市議会の議員 

(6) 関係行政機関の職員 

(7) 市の職員 

(8) その他市長が必要と認める者 

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

2 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 振興会議に、会長及び副会長を各 1人置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選によって選出する。 

3 会長は、会務を総理し、振興会議を代表する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
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(会議) 

第 6 条 振興会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 振興会議の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

3 振興会議の会議は、原則公開とする。ただし、会長が特に必要と認める場合は、

会議の全部又は一部を非公開とすることができる。 

(資料提出要求等) 

第 7 条 会長は、必要があると認めるときは、関係者に意見又は説明を求めるとと

もに、資料の提出を求めることができる。 

(委員の謝金及び実費弁償) 

第 8 条 委員の謝金は、日額 3,110 円とする。 

2 委員の費用弁償は、特別職の職員で非常勤のものの報酬、費用弁償等に関する条

例(平成 17 年出雲市条例第 36 号)の規定を準用する。 

3 前条の規定により出席した者の謝金及び費用弁償については、前 2項の規定を適

用する。 

(庶務) 

第 9 条 振興会議の庶務は、経済観光部商工振興課において処理する。 

(その他) 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、振興会議の運営に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成 29 年 5 月 1 日から施行する。 

(経過措置) 

2 第 6 条第 1項の規定にかかわらず、この要綱施行後の最初の会議の招集は、市長

が行う。 

附 則(平成 29 年 6 月 20 日告示第 320 号) 
 

この要綱は、平成 29 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則(令和元年 7月 30 日告示第 86 号) 
 

この要綱は、令和元年 8月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 7月 30 日告示第 442 号) 
 

この要綱は、令和 3年 8月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年 7月 26 日告示第 473 号) 
 

この要綱は、令和 3年 7月 31 日から施行する。 

附 則(令和 5年○月○日告示第○号) 
 

この要綱は、令和 5年○月○日から施行する。
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３．出雲市地場中小企業・小規模企業振興会議委員名簿 

令和 5年(2023)○月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※敬称略 ※五十音順 

 

区分
運営
役職

氏名 所属 所属における役職

識見者 馬庭　伸行 公益財団法人しまね産業振興財団 業務執行理事 事務局長

原　久子 エステサロンＰＵＲＬＹ(ピュアリー） 代表

來間　久 株式会社來間屋生姜糖本舗 代表取締役

田中　由美子 有限会社アタゴ写真館

坂根　俊 有限会社井山屋製菓 代表取締役

三島　善子 有限会社みしま 専務取締役

原　八重子 有限会社コクヨー 取締役

長瀬　理更 プロジェクトマヤッカ 代表

金融機関 壷倉　浩平 島根中央信用金庫 業務部長

会長 山岡　尚 出雲商工会議所 専務理事

副会長 長岡　明生 平田商工会議所 専務理事

加村　健悟 出雲商工会 事務局長

陰山　篤也 斐川町商工会 事務局長

持田　幹男 ＮＰＯ法人ビジネスサポートひかわ 事務局長

労働者団体 須山　賢也 連合島根中部地域協議会 副議長

槇原　綾子 槇原綾子特定行政書士事務所 代表

渡部　由美 神門三千夫税理士事務所

加本　るい アリシア社会保険労務士法人 副代表

教育関係 中澤　雅美 邇摩高等学校 教頭

伊藤　繁満 出雲市議会 副議長

板倉　一郎 出雲市議会 環境経済委員会 委員長

安部　宏 島根県中小企業課 商業・サービス業支援グループリーダー

橋本　孝 出雲市 経済観光部長

経営者

商工団体
支援機関

士業

市議会

行政機関


